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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 16,342 24,509 39,989 52,873 54,121

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △12,107 △7,203 1,556 7,215 6,260

親会社株主に帰属する

当期純利益又は親会社株

主に帰属する当期純損失

（△）

（百万円） △12,295 △7,398 2,122 6,660 2,950

包括利益 （百万円） △12,234 △7,357 2,181 6,668 3,034

純資産額 （百万円） 83,150 75,596 77,778 84,447 87,481

総資産額 （百万円） 441,583 436,233 433,892 428,344 426,712

１株当たり純資産額 （円） 48,908.06 44,511.95 45,792.51 49,778.43 51,543.36

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △7,347.60 △4,421.47 1,268.69 3,980.23 1,763.28

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 18.5 17.1 17.7 19.4 20.2

自己資本利益率 （％） △14.0 △9.5 2.8 8.3 3.5

株価収益率 （倍） - - - - -

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,765 4,354 11,218 16,477 16,790

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,587 △1,446 △3,938 △4,664 △6,102

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 15,289 654 △6,543 △13,585 △8,882

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 24,191 27,743 28,466 26,691 28,497

従業員数
（人）

976 939 912 917 948

(外、平均臨時雇用者数) (28) (31) (125) (163) (166)

　（注）１．第26期、第27期及び第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載していません。

２．第24期及び第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．株価収益率については、非上場であることから記載していません。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 16,094 24,271 39,630 52,498 53,900

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） △12,266 △7,027 1,384 7,131 5,933

当期純利益又は当期純損

失（△）
（百万円） △12,325 △7,158 1,995 6,605 2,839

資本金 （百万円） 83,668 83,668 83,668 83,668 83,668

発行済株式総数 （株） 1,673,360 1,673,360 1,673,360 1,673,360 1,673,360

純資産額 （百万円） 81,081 73,922 75,918 82,523 85,363

総資産額 （百万円） 440,775 435,564 431,157 426,002 424,668

１株当たり純資産額 （円） 48,454.22 44,176.16 45,368.81 49,316.24 51,013.13

１株当たり配当額

（円）

- - - - -

(うち１株当たり

中間配当額)
(-) (-) (-) (-) (-)

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △7,365.88 △4,278.06 1,192.65 3,947.44 1,696.89

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 18.4 17.0 17.6 19.4 20.1

自己資本利益率 （％） △14.1 △9.2 2.7 8.3 3.4

株価収益率 （倍） - - - - -

配当性向 （％） - - - - -

従業員数
（人）

302 292 274 293 292

(外、平均臨時雇用者数) (5) (8) (24) (29) (28)

株主総利回り （％） - - - - -

（比較指標：-） （％） (-) (-) (-) (-) (-)

最高株価 （円） - - - - -

最低株価 （円） - - - - -

　（注）１．第26期、第27期及び第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載していません。

２．第24期及び第25期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．株価収益率、株主総利回り、比較指標、最高株価及び最低株価については、当社株式は非上場ですので記載

していません。
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２【沿革】

年月 項目

1998年５月 地方公共団体及び民間企業の出資により中部国際空港株式会社を設立

1998年７月 1998年３月31日に制定された中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）

に基づき、同年６月に指定申請を行い、同年７月に中部国際空港等の設置及び管理を行う者とし

て運輸大臣の指定を受けました。また、これに合わせて、国からの出資を受けました。

1998年９月 常滑事務所開設

1999年４月 東京事務所開設

1999年11月 建設事務所開設（常滑事務所改組）

2000年４月 飛行場設置許可取得

2000年６月 公有水面埋立免許取得

2000年８月 護岸築造工事に着手

2000年９月 中部国際空港エネルギー供給株式会社（現・連結子会社）設立

2001年３月 空港島護岸の概成、埋立工事に着手

2001年５月 中部国際空港の愛称を「セントレア」に決定

2001年10月 中部国際空港情報通信株式会社（2024年４月に中部国際空港テクニカルコネクト株式会社に商号

変更）設立

2001年11月 １－１工区（旅客ターミナル地区）埋立工事竣工認可

2002年１月 第１旅客ターミナルビル建設に本格着工

2003年２月 造成工事概成

2003年５月 中部国際空港旅客サービス株式会社（現・連結子会社）設立

 中部国際空港施設サービス株式会社（2024年４月に中部国際空港情報通信株式会社が吸収合併）

設立

2003年６月 中部国際空港給油施設株式会社（2022年４月に中部国際空港施設サービス株式会社が吸収合併）

設立

2003年７月 貨物施設着工

2004年３月 滑走路・誘導路・駐機場舗装工事概成

2004年10月 第１旅客ターミナルビル完成

 本社を空港島内に移転

2005年１月 貨物施設完成

2005年２月 中部国際空港開港

2005年３月 建設事務所廃止

2006年１月 第１国際貨物上屋・第２国際貨物上屋増設

2006年９月 第１国際貨物上屋増設

2007年１月 第２セントレアビル完成

2007年11月 第３国際貨物上屋完成

2009年９月 国際ビジネスジェット用格納庫完成

2018年９月 第２旅客ターミナルビル建設に本格着工

2018年10月 新複合商業施設「FLIGHT OF DREAMS（フライト・オブ・ドリームズ）」完成

2019年９月 第２旅客ターミナルビル完成

2022年４月 中部国際空港施設サービス株式会社が中部国際空港給油施設株式会社を吸収合併

2024年４月 中部国際空港情報通信株式会社が中部国際空港施設サービス株式会社を吸収合併し、中部国際空

港テクニカルコネクト株式会社（現・連結子会社）に商号変更

2025年４月 代替滑走路着工
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３【事業の内容】

　当連結グループは、当社及び子会社３社により構成されています。

　当連結グループの営んでいる主要な事業内容は次のとおりです。

　なお、次の３部門は「第５ 経理の状況　１.連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント

区分と同一です。

 

(空港事業)

　中部国際空港の設置及び管理、航空機の離発着の安全を確保するために必要な航空保安施設の設置及び管理、航空

旅客及び航空貨物の取扱施設、航空機給油施設その他の機能を確保するために必要な施設並びに利用者の利便に資す

るために適当と認められる事務所、その他の施設の建設及び管理を行っています。

事業の内容 会社名

空港の管理運営事業 当社

電気熱供給事業 中部国際空港エネルギー供給㈱

情報通信設備保守管理事業 中部国際空港テクニカルコネクト㈱

空港施設保守管理事業 中部国際空港テクニカルコネクト㈱

 

(商業事業)

　中部国際空港施設内の免税店、小売店、飲食店等の直営商業店舗の運営事業等を行っています。

事業の内容 会社名

直営商業事業 当社

直営商業店舗運営事業等 中部国際空港旅客サービス㈱

 

(交通アクセス施設事業)

　　中部国際空港への交通アクセス施設、有料駐車場の管理運営事業等を行っています。

事業の内容 会社名

交通アクセス施設管理運営事業 当社

交通アクセス施設保守管理事業 中部国際空港テクニカルコネクト㈱
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以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有
（又は被所
有）割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

中部国際空港エネ

ルギー供給㈱

愛知県

常滑市
1,600

空港

 

電気熱供給事

業

51

　当社は同社より電力、温冷水等を購

入しています。また、業務委託契約に

基づき、当社が経理、調達業務等を受

託しています。

　なお、同社は当社から土地を賃借

し、出向社員を受け入れています。

役員の兼任…２名

中部国際空港テク

ニカルコネクト㈱

（注）

愛知県

常滑市
40

空港、交通ア

クセス施設

 

情報通信設備

保守管理事業

空港施設及び

駐車場、公共

交通施設保守

管理事業

100

当社は同社へ情報通信設備の保守管

理業務、空港施設の運転監視、設備及

び駐車場、公共交通施設の保守管理業

務等を委託しています。また、業務委

託契約に基づき、当社が経理、調達業

務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、出向社員を受け入れています。

役員の兼任…２名

中部国際空港旅客

サービス㈱

愛知県

常滑市
50

商業

 

旅客案内及び

直営商業店舗

運営事業等

100

当社は同社へ旅客案内、店舗運営業

務等を委託しています。また、業務委

託契約に基づき、当社が経理、調達業

務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、出向社員を受け入れています。

　役員の兼任…２名

（注）特定子会社に該当しています。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当連結グループが判断したものです。

 

(１)会社の経営の基本方針

　当連結グループは、2023年に制定した「2030年ありたい姿」を、近年の社会情勢や経営環境の大きな変化を踏ま

え、“いい空港”を実現するための「ありたい姿」に見直しました。2026～2028年度中期経営戦略、それ以降も、

“いい空港”の実現に向けて、取り組みを進めていきます。

 

・　安全・安心

 安全を確実に提供し、いつでも安心して利用できる空港

・　地域・航空ネットワーク

 地域とともに魅力を高め、世界とつながる国際拠点空港

・　環境

 最先端技術で、ゼロカーボンを達成するとともに循環型社会に寄与する空港

・　お客様

 快適な時間と期待を上回る体験により、感動と笑顔があふれる空港

・　働く人

 働く人を思いやり、強固なチームワークのもとで働きがいと誇りを持てる空港

・　経営基盤

 強固な経営基盤と高い収益力を持ち、持続的な成長を遂げる企業

 

(２)経営環境及び対処すべき課題

世界の航空需要は中長期ではアジアを中心に強い伸びが予測されています。一方で、翌連結会計年度である2026

年度につきましては、とりわけ中国路線の減便が通期にわたると、その影響は極めて大きいものとなります。加え

て、中東情勢の不安定化による特に原油価格への影響、また、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化は航空需要に

大きな影響を及ぼすものと考えられます。また、世界の航空業界における航空機材や乗員の不足、さらに、我が国

における人手不足等、様々なコストの上昇が供給に影響を与える可能性が懸念されます。

このようななか、当連結グループは2026～2028年度中期経営戦略を策定し、その最終年度である2028年度におけ

る旅客数目標は、当期より約140万人多い1,300万人としました。そして、以下を本期間中における重点戦略テーマ

とし、持続的な成長を実現します。

 

・　地域とともに回す成長の好循環

・　“いい空港”を持続させるための経営基盤の確立

・　より人を大切にする空港運営

 

＜地域とともに回す成長の好循環＞

まず、東アジアや東南アジアの既に路線がある地域について着実に便数、旅客数を増やす努力をします。既存路

線の機材大型化、増便に向けて、航空会社や地域の皆様と協業し、積極的な販促活動を通じて需要の拡大を図りま

す。

さらに、将来のより安定した空港運営や中部地域の皆様の渡航ニーズに応えるべく、欧米や新たな成長市場への

新規就航や増便の実現に向けて粘り強く取り組みます。そのためには、中部企業の出張需要をはじめとするフライ

セントレアのご協力を改めてお願いし、また、中部を訪れるインバウンドの増加を図っていくことが不可欠です。

自治体や経済界、観光関連の事業者の皆様と連携して、中部全体の観光の振興、需要の拡大が新たな航空路線の増

加をもたらし、路線の増加が新たな観光需要を産むという好循環を創り、これを回していきたいと考えています。

当中部地域を観光の目的地として選んでいただけるよう地域特有の魅力を国内外へ発信する「愛知『発酵食文

化』振興協議会」の一員として、また、地域の中小観光事業者の皆様との連携や支援を推進するため、前期に立ち

上げた地域ブランド共創室の取り組みを推進します。

2026年９月開催の愛知・名古屋アジア競技大会及びアジアパラ競技大会に向けては、この地域にある国際的な玄

関口として、引き続き空港施設を活用して当大会のアピールに努めます。さらに、大会期間中国内外から訪れる多

くのお客様を快適なおもてなしでお迎えをすべく万全の準備を進めます。そして、両大会を契機とし、航空旅客の

増加や航空ネットワークの拡充に向けて取り組みます。
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国際貨物取扱量の更なる獲得に向けては、当中部地域の航空貨物の大部分が、主に首都圏の空港にトラックにて

輸送されているという根本的な問題の解決に向けて、関係者の皆様のご理解とご協力を得たうえで、ともに粘り強

く取り組みます。

 

＜“いい空港”を持続するための経営基盤の確立＞

当連結グループは、近年、人件費及び物件費並びに建築物価の上昇を背景として、施設維持費等の運営費や減価

償却費、金利上昇に伴う支払利息の増加が続いており、利益を上げにくい体質になりつつあります。セントレアを

お客様や地域の皆様から期待される“いい空港”として持続させていくためには、事業全体の売上高の増加に加

え、費用支出の適正化を図っていくことが必要です。全社を挙げて、事業の採算性、業務の費用対効果やプロセス

の簡素化等、生産性向上に資するよう丁寧に検証し改善を図ります。

設備投資に関しては、開港から20年が経ち様々な施設の老朽更新に加え、代替滑走路事業や拡大する航空需要に

対応する省力化・省人化投資等、空港としての機能強化の投資も見込まれます。これらについて費用対効果や必要

時期等を精査し、適切に進めます。また、設計及び施工等関係事業者とともに知恵を絞り、適正な規模を見極めた

工事の実施等により、費用低減を図ります。

 

＜より人を大切にする空港運営＞

商業事業につきましては、特に中国のお客様の減少を大きく受けた免税店について、各地のお客様の嗜好やニー

ズにあわせた品揃えにより売上高の増加を図ります。2026年４月に「Centrair Duty Free センターピア店」を

オープンしたほか、化粧品等を取り扱う総合免税店について、より魅力的な店舗にすべく、現在改装工事を進めて

おります。免税店以外の商業事業全般につきましても、お客様にとって魅力ある店舗の出店を進める等、売上高の

拡大を図ります。

また、各空港アクセスからターミナル各所へ円滑に向かうことができるよう、アクセスプラザのリニューアルや

案内サインの改修にも順次取り組みます。

このように、空港の収益機会の向上を投資や改善に繋げ、更なる快適性の向上とお客様の期待を超える体験を追

求します。

空港品質格付「World Airport Star Rating 5star」と顧客サービスに関する国際空港評価「Regional Airport

部門１位」は、セントレアで働く全ての従業員の皆様の誇り、創意工夫、献身の賜物であり、空港の最大の財産で

すので、しっかりと未来に引き継いでいかねばなりません。

 

そのために、空港で働く全ての「人」に対する投資は積極的に行います。セントレアグループにおいては、人材

育成や技術力及び生産性の向上にて従業員の価値を高めるとともに、適切な労働条件の改定、健康経営の推進等に

取り組みます。さらに、空港内事業者の皆様と一体となって、空港全体の従業員の安全確保や働きやすい職場環境

の改善について取り組みます。

 

＜空港として持続的に取り組む施策＞

安全・安心の確保が、セントレアの最優先事項としての位置付けであることは変わりません。常日頃から全ての

従業員がお客様、従業員自身、そして空港運用上の安全をどう守るかを考え、行動していくよう啓発や教育、様々

な訓練を引き続き空港内事業者の皆様と連携して実施し、安全体制の維持に努めます。また、空港施設やシステム

に起因する重大トラブルを未然に防止すべく、必要な点検、予防保全、修繕を適切に実施します。

 

脱炭素化推進と地球環境の保全につきましては、新技術であるペロブスカイト太陽電池導入も視野に入れた再生

可能エネルギーの活用拡大や、空港内で使用するガソリン・軽油車両の段階的なEV車への移行による燃料起因の排

出量の削減に取り組みます。また、豊かな海づくりの一助となる河川上流部での植樹活動や伊勢湾内での海岸清掃

等、循環型社会の形成及び自然共生に資する取り組みを継続的に推進します。

 

世界の航空需要、そして訪日外国人は引き続き拡大していく見込みであり、当空港は日本の主要ゲートウェイ空

港のひとつとして地域の皆様のご期待に応え、誇りをもっていただける空港となるよう努力します。皆様におかれ

ましては、より一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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(３)目標とする客観的な指標等

　当連結グループは、2026～2028年度セントレアグループ中期経営戦略において、2028年度における航空取扱量及

び財務指標を以下のとおり定めています。

 

 2028年度(目標)

旅客数（万人）  1,300

国際線（万人） 650

国内線（万人） 650

発着回数（万回） 11.5

国際貨物取扱量（万トン） 16

連結売上高（億円） 690

連結当期純利益（億円） 15

連結EBITDA（億円） 185

連結売上営業利益率（ROS） 7.3％

連結総資産利益率（ROA） 1.1％

連結債務残高（億円） 3,260

連結設備投資額 ※３年間計（億円） 640
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　文中の将来に関する事項は、当連結グループが有価証券報告書提出日現在において合理的であると判断する一定の

前提に基づいており、実際の結果とは様々な要因により異なる可能性があります。

 

(１)サステナビリティに関する取り組み

　当連結グループにおいては、会社設立時に「基本理念」を定め、お客様を第一に、環境、地域社会、人材育成の

視点を重視した経営を目指すとともに、2007年４月には、従業員が遵守すべき「企業行動規範」を定めています。

また、空港の建設段階から「環境方針」を定め、地球環境保全の重要性を認識し、環境負荷の低減や循環型社会の

形成に寄与することを経営の優先課題として、地域社会とともに推進してまいりました。

　こうしたなか、2019年９月の国連SDGsサミットにおいて、2030年までの期間をSDGs達成に向けた取組を拡大・加

速する「行動の10年」として定められたことを踏まえ、当連結グループにおいても、2021年を「セントレアSDGs元

年」とし、この取り組みを本格化させるため、「SDGsを経営の真ん中に据える」と宣言し、全社でSDGsに取り組む

ことで、経営基盤の強化と社会への貢献の両立を図ってまいりました。

　さらに、SDGsのその先を見据え、サステナビリティの精神を当連結グループはもちろんのこと、空港全体にも広

げるため、2023年12月に「お客さまとの関係」、「地域社会との関係」、「地球環境の保全」、「パートナーとの

連携」、「従業員の尊重」、「株主・投資家からの信頼」、「コーポレート・ガバナンスの充実」の７項目からな

る「サステナビリティ基本方針」を制定し、「企業行動規範」もこれに合わせて全面的に改定しました。

　具体的な内容は以下のとおりです。

 

サステナビリティ基本方針 企業行動規範

１．お客さまとの関係

私たちは、航空機をご利用いただくお客さまや、セントレ

アでお過ごしいただくお客さまが、安心かつ快適にご利用

いただけるよう、お客さまの視点に立ったサービスとおも

てなしを提供します。

（１）安全とセキュリティ

（２）快適な空港

（３）お客さまの満足と信頼の獲得

２．地域社会との関係

私たちは、航空ネットワークの拡大による更なる利便性向

上をめざすとともに、空港周辺地域との密接な連携による

豊かな地域社会づくりに貢献します。

（１）航空ネットワークの拡大

（２）航空貨物の拠点化

（３）空港周辺地域との密接な連携

３．地球環境の保全

私たちは、航空機の運航による環境影響と真摯に向き合

い、空港運営に伴う環境負荷の軽減努力を継続すること

で、包括的な地球環境の保全を目指します。

（１）航空機燃料によるCO2排出対策への協力

（２）ゼロカーボンの実現

（３）生物多様性の保全

（４）資源循環型社会の形成への寄与

４．パートナーとの連携

私たちは、空港を運営する上で欠くことのできない全ての

関係事業者をパートナーと捉え、課題や目標を共有しなが

ら、持続可能な協働の実現を目指します。

（１）コミュニケーションの継続

（２）サステナビリティに関する課題・目標

　　　の共有

（３）持続可能な協働の実現

５．従業員の尊重

私たちは、従業員が空港で働く誇りと責任を持ち、誰もが

活躍できる企業風土を醸成するとともに、ダイバーシティ

を推進し、多様なバックグラウンドや価値観に対応した職

場環境を提供します。

（１）企業風土の醸成

（２）健康経営の推進

（３）ダイバーシティの推進

（４）公正な競争と評価

６．株主・投資家からの信頼

私たちは、健全な経営を継続し、企業情報を積極的かつ正

確に開示することで、常に信頼される企業を目指します。

（１）健全な経営の継続

（２）確実な資金調達

（３）企業情報の開示

７．コーポレート・ガバナンスの充実

私たちは、経営管理体制の整備を推進し、コンプライアン

スの徹底やリスク管理体制の強化を積極的に進めること

で、コーポレート・ガバナンスの充実を図ります。

（１）経営管理体制の整備

（２）コンプライアンスの徹底

（３）リスク管理体制の強化
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① ガバナンス

　2023年６月に「サステナビリティ推進室」を新たに設置するとともに、当連結グループのサステナビリティに関

する事項について審議するため、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリティ推進委員会」を定期的に開催

しています。

　また、国土交通省が2022年12月に定めた「航空脱炭素化推進基本方針」に基づき、中部国際空港では、関係省

庁、自治体、空港島内事業者等で構成される中部国際空港脱炭素化推進協議会を定期的に開催しています。

 

② 戦略

　当連結グループでは、2023年に制定した「2030年ありたい姿」を、近年の社会情勢や経営環境の大きな変化を踏

まえ、“いい空港”を実現するための「ありたい姿」に見直しました。そのなかで「最先端技術でゼロカーボンを

達成し、循環型社会に寄与する空港」を重点施策の一つと捉え、経営目標の達成を目指してまいります。

　また、当社は、CO2削減の取り組みの一環として、世界標準となっている空港カーボン認証（ACA: Airport

Carbon Accreditation）（※１）について、国内最高水準であるレベル４を2023年８月に取得しています。この認

証を維持するため、今後も目標達成に向けた取り組みを継続してまいります。

　2025年度の具体的な取り組みとして、旅客ターミナル及び貨物地区において、新たな太陽光発電設備の設置に着

手しました。発電された電力は、2027年４月から自家消費として供給を開始する予定であり、「2050年ゼロカーボ

ンに向けたCO2削減の着実な推進」に寄与するものです。

　また、サステナビリティ基本方針における企業行動規範の一つである、航空機燃料によるCO2排出対策への協力

として、持続可能な航空燃料SAF（※２）の利用促進に取り組んでいます。この一環として、空港周辺の家庭から

排出される廃食用油の資源化を目指し、周辺自治体との連携・協力を推進しています。

　その結果、2025年５月には、空港周辺自治体を通じて回収された廃食用油が原料の一部となった日本で初めて生

産されたSAFが中部国際空港を出発する貨物便に燃料供給されました。

（※１）国際空港評議会(ACI：Airports Council International)が運用する公的承認制度。

（※２）持続可能な航空燃料SAF：Sustainable Aviation Fuel　従来の化石燃料由来のジェット燃料と比較して

　　　　廃食用油や植物等を原料としてCO2排出量を約80％削減できる航空燃料。

 

③ リスク管理

　当社は、リスク管理の統括機関として、「セントレアグループリスク管理委員会」を設置し、代表取締役社長を

委員長として、リスクに関する計画や対策について、優先度を選別・評価し、迅速な意思決定を図っています。気

候変動リスクについては、「自然災害」という枠組みで捉え、当連結グループとして対応可能な体制及び計画の整

備を進めています。
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④ 指標及び目標

　当連結グループは、2026～2028年度セントレアグループ中期経営戦略において、2028年度における非財務指標に

関する目標を以下のとおり定めています。

　なお、中期経営戦略において、2028年度における航空取扱量及び財務指標につきましては、「１．経営方針、経

営環境及び対処すべき課題等（３）目標とする客観的な指標等」に記載のとおりです。

 

カテゴリー 項目 2028年度（目標）

安全安心の提供

 

航空事故・死亡事故発生件数 0件

施設・システム障害による空港運用への重大な影響発生件数 0件

航空保安(セキュリティ)事案に伴う空港運用への重大な影響

発生件数
0件

(災害時)空港利用者・従業員の死亡者数 0人

(災害時)民間航空機の運航が可能な状態に復旧するまでの時間 24時間以内

地域・航空ネット

ワーク
国際線長距離地点数 4地点

環境 CO2削減率 28%

お客様 SKYTRAX評価

　Regional部門順位

　Star Rating

 

Regional部門１位

５スター維持

働く人
ＥＸスコア(従業員体験価値指標)

当連結グループ

73.3

管理職／中堅層の女性比率

中部国際空港㈱

管理職 13％

中堅層 30％

中部国際空港旅客

サービス㈱

管理職 50％以上

年次休暇取得率
当連結グループ

80％以上

育児休業取得率
当連結グループ

100％

経営基盤 重大な不正行為発生件数 0件
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(２)人的資本・多様性に関する開示

① 戦略

　当連結グループを取り巻く事業環境は、世界的な航空需要の変動、地政学的リスクの長期化、原油価格や物価の

上昇、更には我が国における構造的な人手不足の進行等、先行き不透明な状況が続いています。特に航空業界全体

においては、航空機材や乗員を含む人材不足が顕在化しており、空港運営において安定的かつ高品質なサービス提

供を持続するためには、人材の確保及び育成が重要な経営課題となっています。

　このようななか、当連結グループが掲げる2026～2028年度中期経営戦略における旅客数1,300万人の達成や、

“いい空港”を実現、持続させていくためには、空港運営を支える人材の質と量の両面での強化が不可欠です。路

線拡充やインバウンド需要の取り込み、国際貨物取扱量の拡大といった「地域とともに成長の好循環につなげてい

く」戦略を実行するためには、航空会社や地域関係者、空港内事業者と連携しながら、的確な調整や実行を担う人

材が求められています。また、お客様に快適性や期待を超える体験を提供し、世界から選ばれ続ける空港となるた

めには、顧客志向に基づく質の高いサービス提供を支える専門性を有する人材の育成が重要となります。

　一方で、人件費の上昇や慢性的な人手不足のなかにあっては、人員増による対応ではなく、生産性向上と人材価

値の最大化を両立させる経営が必要となっています。このため当連結グループでは、収益構造の改革や業務プロセ

スの見直し、空港施設の適切な維持・機能強化と並行して、人材育成やスキル向上を通じた生産性向上に取り組む

ことを重要な課題と認識しています。

　これらを踏まえ、当連結グループでは、人材育成や技術力・専門性の向上を通じて従業員の付加価値を高めると

ともに、健康経営の推進等を通じ、“働く人一人ひとりがやりがいと誇りを持ち、長く働き続けることができる職

場”の実現に取り組みます。さらに、空港内事業者と一体となり、空港全体での安全確保及び職場環境の改善を進

めることで、“より人を大切にする空港運営”を実現し、将来にわたり選ばれ続ける空港を目指します。

 

② 指標及び目標

　当連結グループでは、“いい空港”を実現するための「ありたい姿」において、「働く人を思いやり、強固な

チームワークのもとで働きがいと誇りを持てる空港」を重点施策の一つと捉え、当連結グループの人材を中心に、

空港内で働く全ての「働く人」を空港運営の根幹として位置づけ、一人ひとりが能力を最大限に発揮できるよう、

働きやすい環境を実現する取り組みを進めてまいります。

　各取り組みテーマにおける具体的な取り組み例及び2028年度目標は、以下のとおりです。

取り組みテーマ 具体的な取り組み例 2028年度(目標)

ＥＸ（従業員体験価

値）の継続的向上

 

・従業員一人ひとりの業務プロセス改善による全社的な生

産性向上の推進

・健康経営、ワークライフバランスの推進

・ダイバーシティにも配慮した職場環境の整備

・人事・給与制度等の適切な運用による公平性と納得感の

向上

 

・ＥＸスコア(従業員体験

価値指標):当連結グ

ループ        73.3

 

・管理職の女性比率:中

部国際空港(株) 13％

・管理職の女性比率:中

部国際空港旅客サービ

ス(株)     50％以上

 

・中堅層の女性比率:中部

国際空港(株) 30％

 

・年次休暇取得率:当連結

グループ 80％以上

 

・育児休業取得率:当連結

グループ    100％

採用・育成の強化

 

・空港島内事業者と連携した採用力の強化、多様な人材の

確保

・海外空港との交流や現場経験等を通じた空港運営のプロ

フェッショナル人材の育成

・技術人材を中心とした人材基盤の再構築、そのための採

用・育成の強化

 

空港島内事業者の

就労環境改善

 

・現場での作業環境の改善、食事・休憩施設の整備

・自動化・省力化設備の導入や旅客プロセスの改革

・空港島内事業者との更なる連携強化による課題解決
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当連結グループの財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当連結グループが判断したものです。

(１)当社の規制事項

① 当社の設立の経緯及び沿革

　中部国際空港は、増大する中部圏の航空需要に対応する24時間運用の本格的国際空港の必要性を受けて、1996年

12月に閣議決定された第７次空港整備五箇年計画において大都市圏における拠点空港として事業の推進が決定され

ました。

　当社は、1998年５月に設立され、中部国際空港の設置及び管理に関する法律に基づき、中部国際空港等の設置及

び管理を行う者として同年７月に運輸大臣の指定を受けました。その後、当社は、常滑沖の海上において空港島の

造成及び空港施設の建設を行い、2005年２月に中部国際空港が開港しました。

 

② 法的規制について

　当社の事業活動は、中部国際空港の設置及び管理に関する法律、航空法、空港法等、関連法令の規制を受けてい

ます。

　中部国際空港の設置及び管理に関する法律においては、発行する株式もしくは募集新株予約権を引き受ける者の

募集又は株式交換に際する株式もしくは新株予約権の発行（第５条第４項）、代表取締役等の選定等の決議（第13

条）、毎事業年度の事業計画の策定（第14条）、募集社債を引き受ける者の募集、株式交換に際する社債の発行又

は弁済期限が一年を超える資金の借入れ（第15条）、重要な財産の譲渡・担保提供（第16条）、定款の変更（第17

条）等に関して、国土交通大臣の認可等が必要とされています。

　航空法及び空港法においては、空港又は航空保安施設の設置（航空法第38条）及び変更（同第43条）、空港供用

規定の制定又は変更（空港法第12条）に関して、国土交通大臣の認可等が必要とされ、また、着陸等の料金を定め

ようとするときは、あらかじめ国土交通大臣に届け出なければならないとされています（同第13条）。

　以上の法令及び規制に基づく認可・承認等が取得できない場合には、事業運営の見直しを迫られる場合も考えら

れ、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、今後の政府の空港行政等に係る政策が変更された場合にも、当連結グループの財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。

 

(２)中部国際空港をとりまく事業環境の変化の影響について

　中部国際空港は、成田国際空港、関西国際空港、東京国際空港（羽田空港）等と一定の競合関係にあるといえま

す。首都圏空港においては国際競争力強化のために必要な施設整備を重点的に実施することにより、更なる容量拡

大や空港機能強化が進められます。当社は、中部国際空港のコア需要である中部圏の旅客・貨物需要の開拓を地域

と一体となって行うことにより、影響は限定的になり得ると想定していますが、国内及び中部圏の経済動向等、何

らかの要因によって、当社の想定通りに進展しない場合、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。また、航空会社の経営状況や事業戦略によっては、旅客数・発着便数に相応の影響が生じ、当

連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(３)国際情勢の変化、伝染病の発生等による影響について

　国際紛争やテロ等の社会情勢の変化、国際的な信用不安による為替の変動や国際金融危機、原油高騰による経済

情勢の悪化、航空ネットワークに支障をきたす大規模な気象変動及び新たな感染症の発生・拡大等の諸要因の発生

によって利用実績が減少した場合には、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(４)自然災害等の発生による影響について

当空港が位置する愛知県常滑市は、大規模地震対策特別措置法第３条第１項に基づき指定される「東海地震に係

る地震防災対策強化地域」に含まれています。このため、当空港は震度７クラスの地震が発生しても大きな被害が

生じないよう設計されており、管制、旅客ターミナルビル、ライフライン及び空港連絡橋等の重要施設で機能が維

持できるよう対策ができています。しかし、これを超える規模の地震が発生し、空港施設等に被害が生じた場合、

事業運営に支障をきたすことや設備復旧等にかかる費用が発生する等、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

　当空港は海上空港ですが、水深が浅く、強固な基盤層を有した地層の上に埋め立てられているため、地盤沈下に

伴う問題が発生する可能性は低いと考えています。また、当地域で発生した観測史上最大規模の高潮（伊勢湾台風

レベル）に対応できる高さの護岸（＋５～７ｍ）を備えていますが、国が発表した南海トラフの巨大地震による津

波や、愛知県が検討している最大クラスの高潮に対しては、滑走路等が冠水する可能性があります。今後、かかる
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事態が生じた場合には、滑走路の閉鎖、設備復旧費用の発生等により、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(５)金利変動の影響について

当連結グループは、空港整備にかかる設備投資等のために多額の資金調達を行っています。

従って、今後の金利動向及び格付の変更等により調達金利が変動した場合、当連結グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(６)個人情報の管理について

当連結グループは、商業事業・保険代理店業務・立体駐車場運営等を行うため、個人情報を有しています。グ

ループ全体でその管理には万全を期していますが、不測の事態によりこれが漏洩した場合、それに伴う賠償責任等

の費用負担及び社会的信用の低下等から、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(７)固定資産の評価について

当連結グループは、事業の特性上多くの固定資産を保有していますが、資産の収益性が低下した場合、もしく

は、使用状況に著しい変化が生じた場合、当該資産について減損等により、当連結グループの財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(８)会計基準及び税制等の変更について

　新たな会計基準の適用や新たな税制の導入・変更によって、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度における当連結グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」と

いう。）の状況の概要、及び経営者の視点による分析・検討内容は次のとおりです。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。

 

(１)経営成績に重要な影響を与える要因

当連結グループの経営成績に重要な影響を与える要因等としましては、「３．事業等のリスク」に記載のとおり

です。

 

(２)財政状態及び経営成績の状況及び経営者の視点による分析・検討内容

当連結会計年度は、2023～2025年度中期経営戦略の最終年度として、過去最高であった2019年度旅客水準の達成

等を目指して取り組みました。結果、当期の旅客数は前期を上回ることはできたものの、中国路線の動向の影響を

受け、目標は未達となりました。

 

当連結会計年度の経営成績及び財政状態は以下のとおりです。

 

① 経営成績

当連結会計年度における国際線旅客数は約536万人（前期比109％）、国内線旅客数は約623万人（同102％）、国

際貨物取扱量は約13.3万トン（同103％）、航空機の発着回数は国際線が約3.7万回（同98％）、国内線が約5.6万

回（同98％）となりました。

この結果、空港事業の売上高は28,343百万円(前期比105.8％)、営業利益は3,815百万円（同96.8％）、商業事業

の売上高は22,507百万円(同97.0％)、営業利益は2,566百万円（同73.0％）、交通アクセス施設事業の売上高は

3,269百万円（同114.4％）、営業利益は603百万円（同261.7％）となりました。一方、費用においては、物価上昇

や人手不足に伴う運営費上昇、さらに金利上昇の影響を受けることとなりました。

以上より、当連結グループの売上高は54,121百万円（前期比102.4％）、営業利益は7,086百万円（同91.1％）、

経常利益は6,260百万円（同86.8％）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,950百万円（同44.3％）となりまし

た。

 

各事業や重点取り組み事項の経過及び成果は次のとおりです。

 

(空港事業)

空港事業につきましては、航空旅客数や航空ネットワークの回復に向けて、国内外の航空会社に、新規就航や増

便を継続的に働きかけました。国際線は、中国路線が期待した増便や維持を図ることができず、さらに2025年11月

以降、中国人旅行者の訪日自粛要請に伴い大きく減便しました。一方で、韓国路線において旅客便数、旅客数が大

きく増加しました。全体としては、発着回数は前期を下回ったものの、旅客数は上回る結果となりました。国内線

は、各種プロモーション活動による需要喚起策が奏功したことにより前期を上回る旅客数となりました。国際貨物

取扱量は、貨物専用便が安定的に運航されたことに加えて、旅客便の復便や増便により貨物輸送スペースが増えた

こと等により、前期を上回る結果となりました。

 

(商業事業)

商業事業につきましては、免税店売上が、購買単価の高い中国のお客様の減少の影響を受け、前期を下回りまし

た。免税店以外の商業店舗につきましては、複数の飲食店・物販店の新規・リニューアルオープンや旅客数の増加

等により構内営業売上高が前期を上回りました。そのほかにもご来港の機会を増やすよう、開港20周年を記念し、

当社の若手社員が主体となって企画したイベントを実施しました。

 

顧客体験価値の向上につきましては、2025年４月から第１ターミナル国際線においてファストトラベル機器の本

格運用を開始する等、お客様の利便性向上や空港従業員の人手不足の課題に対し、関係事業者の皆様と連携を深め

ながら改善に取り組みました。また、“みんなで作り続ける UD 先進空港”というユニバーサルデザイン推進のコ

ンセプトのもと、学識経験者・有識者、障がい等当事者団体、空港島内事業者の皆様からなる「UD 懇談会」にお

いて「誰もが使いやすい空港」の実現に向けた課題解決に取り組み、その一環として2025年12月にはセントレア独

自の仕様の優先席を導入しました。

英国SKYTRAX社が実施する空港品質格付「World Airport Star Rating」において世界最高水準のサービスを提供

している空港に与えられる５スター評価を６回連続で獲得しました。さらに、2026年３月には同社が実施する顧客

サービスに関する国際空港評価Regional Airport部門において12年連続で世界第１位を受賞する等、全ての空港島

内事業者の皆様のご協力のもと高い評価をいただくことができました。
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安全・安心につきましては、保安検査の高度化及びサービスレベルの向上を目的として第１ターミナル国内線保

安検査場の改修及び機器更新を行いました。また、空港島内事業者の皆様を対象とした安全教育の実施や、大規模

自然災害訓練や航空機事故等を想定した訓練を、関係諸官庁及び関係事業者の皆様と連携して一体感と現場での緊

迫感を持って、継続して行いました。

 

航空機の運航を継続しながら現滑走路の大規模補修を速やかに実施することを目的とした代替滑走路事業につき

ましては、2025年２月に国土交通大臣より航空法に基づく施設変更許可をいただき、2025年４月より現地着工し、

代替滑走路本体部の工事を進めました。

 

脱炭素化推進と地球環境の保全につきましては、航空灯火のLED 化を進めました。また、家庭から排出される廃

食用油をSAF(持続可能な航空燃料)に循環させる取り組みを自治体と連携して進め、この取り組みにより国際空港

評議会のアジア太平洋中東地域「Green Airports Recognition 2025」においてゴールド賞の評価を受けました。

 

なお、経営方針・経営戦略につきましては、「１．経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり

です。
 

重要な会計方針及び見積りにつきましては、当連結グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当

と認められている会計基準に基づき作成されています。この連結財務諸表の作成にあたって必要と思われる見積り

は、合理的な基準に基づいて実施しています。詳細につきましては、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等

（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載のとおりです。

 

② 財政状態

当連結会計年度末における資産合計は426,712百万円、負債合計は339,231百万円、純資産合計は87,481百万円と

なりました。

資産の部につきましては、流動資産は、現金及び預金の増加等により前連結会計年度末に比べ1,653百万円増加

の34,337百万円となりました。固定資産は、主として減価償却が進んだこと等により、前連結会計年度末に比べ

3,260百万円減少し、392,036百万円となりました。資産の部は、前連結会計年度末に比べ1,631百万円減少し、

426,712百万円となりました。

負債の部につきましては、主に、社債及び長期借入金が前連結会計年度末に比べ8,793百万円減少したこと等に

より、前連結会計年度末に比べ4,666百万円減少し、339,231百万円となりました。

純資産の部につきましては、親会社株主に帰属する当期純利益の計上で利益剰余金が2,950百万円増加したこと

等により、3,034百万円増加し、87,481百万円となりました。

 

(３)キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,806百万円増加し、28,497百万円

となりました。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、16,790百万円の収入（前連結会計年度は16,477百万円の収入）となりま

した。これは、主に、税金等調整前当期純利益5,765百万円に加え、減価償却費9,441百万円を計上したこと等によ

るものです。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、6,102百万円の支出（前連結会計年度は4,664百万円の支出）となりまし

た。これは、主に、有形固定資産の取得に5,647百万円を支出したこと等によるものです。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、8,882百万円の支出（前連結会計年度は13,585百万円の支出）となりま

した。これは、主に、社債の償還等に4,947百万円、長期借入金の返済等に3,893百万円を支出したこと等によるも

のです。

 

(４)生産、受注及び販売の実績

① 生産実績

該当事項はありません。
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② 受注実績

該当事項はありません。

③ 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称

 
当連結会計年度

（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

 

前期比（％）

空港（百万円） 28,343 105.8

商業（百万円） 22,507 97.0

交通アクセス施設（百万円） 3,269 114.4

合計（百万円） 54,121 102.4

（注）セグメント間の取引については相殺消去しています。

 

 

５【重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

 

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結グループでは、当連結会計年度において、空港事業を中心に全体で6,781百万円の設備投資（有形固定資産

の他、無形固定資産を含む。）を実施しました。主な設備投資の内容は次のとおりです。

空港事業においては、代替滑走路整備、第１ターミナル国内線保安検査場改修及び保安検査機器更新、出発ロビー

案内サイン改修、航空灯火のLED化等により設備投資額は5,705百万円となりました。

商業事業においては、国際線制限区域内の免税店新設工事等により設備投資額は937百万円となりました。

交通アクセス施設事業においては、駐車場の設備更新等により設備投資額は138百万円となりました。

 

２【主要な設備の状況】

　当連結グループにおける主要な設備の状況は、次のとおりです。

(１) 提出会社

2026年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメン

トの名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)
建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬

具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積千㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

中部国際空港

（愛知県常滑市）
空港

空港施

設
56,384 3,400

274,443

(4,488)
113 5,429 339,771

222

(16)

中部国際空港

（愛知県常滑市）
商業 店舗 10,065 92

1,909

(31)
1 739 12,808

63

(11)

中部国際空港

（愛知県常滑市）

交通アク

セス施設

駐車場

施設
11,920 67

13,912

(227)
0 268 26,170

7

(1)

（注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く固定資産であり、金額に消費税等は含まれていません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間の平均人員を外書しています。
 

(２) 国内子会社

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名

(所在地)

セグメ

ントの

名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)
建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬

具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積千㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

中部国際

空港エネ

ルギー供

給㈱

本社

(愛知県常

滑市)

空港
熱供給

施設
649 1,825 - - 0 2,475

5

(-)

（注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く固定資産であり、金額に消費税等は含まれていません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間の平均人員を外書しています。

 

　なお、提出会社の主な設備の概要は以下のとおりです。

①　空港事業

ａ．空港基本施設等

滑走路　　　　　　長さ　　　3,500ｍ　×　幅　60ｍ

誘導路　　　　　　延長 　　約9.7km　×　幅　30ｍ、32ｍ、34ｍ

駐機場　　　　　　面積　約964千㎡

航空保安無線施設　LOC(ローカライザー)２基　GS(グライドスロープ)２基

航空灯火　　　 　灯器  約5,400個　　進入灯管理橋  南北各500ｍ

国際ビジネスジェット用格納庫  約５千㎡
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ｂ．旅客ターミナル施設

第１ターミナルビル（地上４階）

供用開始　　　2005年２月

供用床面積　　約219千㎡

第２ターミナルビル（地上２階）

供用開始     2019年９月

供用床面積　　約45千㎡

アクセスプラザ（地上２階）

供用開始　　　2005年２月

供用床面積　　約７千㎡

※旅客ターミナル施設のうち、直営商業店舗等に係る部分は商業事業に区分しています。

 
ｃ．貨物施設

地区全体面積　約260千㎡

主な施設

第１国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約42千㎡

第２国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約14千㎡

第３国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約16千㎡

国内航空会社上屋（地上２階）

供用床面積　　約２千㎡

国内フォワーダ上屋（地上２階）

供用床面積　　約２千㎡

ドリームリフター・オペレーションズ・センター

供用床面積　　約３千㎡

ドリームリフター・オペレーションズ・センター２

供用床面積　　約２千㎡

 

ｄ．供給施設

上下水道施設

 

②　商業事業

ａ．旅客ターミナル施設は、上記の「①　空港事業」に含めて記載しています。

ｂ. FLIGHT OF DREAMS（地上４階）

供用床面積　　約11千㎡

 

③　交通アクセス施設事業

ａ．駐車場

一般駐車場

収容台数　　約7,800台

従業員駐車場

収容台数　　約1,800台
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末における設備投資計画としては、次のとおりです。

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了
予定年月

完成後の増加
能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社
中部国際空港

愛知県
常滑市

空港 空港施設等 1,376 25
社債、借
入金及び
自己資金

2025.4 2030.3
旅客サービス
及び運用効率
の向上

当社
中部国際空港

愛知県
常滑市

空港
空港施設、
航空灯火等

81,895 3,137
社債、借
入金及び
自己資金

2024.1 2039.3

経年劣化に対
する機能維
持、CO2排出
量削減

当社
中部国際空港

愛知県
常滑市

商業 商業店舗等 6,388 203
社債、借
入金及び
自己資金

2024.6 2029.5
旅客、来港者
サービスの向
上

当社
中部国際空港

愛知県
常滑市

交通アクセ
ス施設

立体駐車場
等

655 3
社債、借
入金及び
自己資金

2025.3 2028.12
旅客、来港者
サービスの向
上

（注）１．投資予定金額には、消費税等は含まれていません。

２．経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

22/93



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,673,360

計 1,673,360

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,673,360 1,673,360 非上場

当社は単元株

制度は採用し

ていません。

計 1,673,360 1,673,360 - -

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2003年12月25日

（注）
150,400 1,673,360 7,520 83,668 - -

　（注）有償第三者割当

発行価格　　　50,000円

資本組入額　　50,000円

（５）【所有者別状況】

2026年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 5 43 2 627 - - 392 1,069 -

所有株式数

（株）
836,680  166,190 4,722 661,379 - - 4,389 1,673,360 -

所有株式数の

割合（％）
50.00 9.93 0.28 39.52 - - 0.26 100.00 -
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（６）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関二丁目１番３号 669,320 39.99

愛知県 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 98,251 5.87

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 54,030 3.22

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 50,000 2.98

東海旅客鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 50,000 2.98

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 50,000 2.98

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 50,000 2.98

名古屋市 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 47,359 2.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 15,000 0.89

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町一丁目１番　 12,000 0.71

東邦瓦斯株式会社　 名古屋市熱田区桜田町19番18号　 12,000 0.71

日本碍子株式会社　 名古屋市瑞穂区須田町２番56号　 12,000 0.71

計 - 1,119,960 66.93

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2026年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等） - - -

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,673,360 1,673,360 -

単元未満株式 - - -

発行済株式総数 1,673,360 - -

総株主の議決権 - 1,673,360 -

 

②【自己株式等】

2026年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

- - - - - -

計 - - - - -
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、空港用地造成をはじめとした開業時における設備投資により、多大な社債及び借入金を抱えています。こ

の社債及び借入金の確実な返済を目的に「中部国際空港の設置及び管理に関する法律」（平成10年３月31日法律第36

号）第10条に基づき、「中部国際空港整備準備金」として事業から得られた利益より積立を行うことで、法人所得税

納付の繰延を行っています。また、当連結グループが直面している経営環境の変化に対応するため、将来に向けた成

長投資を進め、航空需要の回復及び商業事業収入の増大を図るとともに、経費支出の増加抑制、社債及び借入金の圧

縮等により、手元流動性の確保及び財務体質の強化に努めてまいります。

　なお、当社は、株主総会の決議により毎年３月31日の最終株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質

権者に対して金銭による剰余金の配当を行うと定款で定めています。また、「中部国際空港の設置及び管理に関する

法律」（平成10年３月31日法律第36号）第17条に基づき、剰余金の配当その他の剰余金の処分の決議は、国土交通大

臣の認可を受けなければ、その効力を生じません。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、安全性・利便性・経済性に優れた競争力のある国際拠点空港の実現を目指すとともに、健全で効率的な

経営を実現することにより、企業価値を高め、株主やお客様の皆様から評価される企業として発展していくことを

経営の目標としています。

この経営目標の達成に向けて、経営責任の明確化、意思決定の透明性の向上等の経営管理体制を整備するととも

に、コンプライアンスの徹底、リスク管理体制の構築を積極的に進めながら、コーポレート・ガバナンスを充実さ

せていくことを経営上の重要課題としています。

 

② 会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

a. 会社の機関

当社は、株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設置しています。

2026年６月26日（有価証券報告書提出日）現在、取締役会は、取締役７名（うち社外取締役５名）で構成さ

れ、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督しています。また、当社は、経営の意思決定及び経営

監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責任を明確にするとともに、業務執行の機能強化を図るため、

執行役員制度を導入しています。執行役員は、取締役会で選任され、取締役会が決定した経営の基本方針に基づ

き、代表取締役の指揮命令下で業務を遂行していくものです。そのうえで、重要な業務執行課題への対応につい

ては、執行役員等で構成されるセントレアグループ経営決定会議等を設置し、十分な議論を行う仕組みを構築し

ています。なお、当社は、2026年６月29日開催予定の第28回定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役

３名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、取締役会は、引き続き取締役７名（うち社外

取締役５名）で構成されることになります。

 

b. 会社の業務執行及び監視体制

 

c. 会社の内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムについては、各部の所掌業務・責任を明確にしたうえ、業務遂行上必要なものについ

ては、規程及び体制を整備し、正確な業務遂行に努めています。

当社は、2006年５月に会社法第362条第４項第６号の定めによる内部統制システムの構築の基本方針を決議

し、2007年４月にその基本方針を具体化した、セントレアグループにおける内部統制システムの構築について決
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議しました。また、2007年５月には「セントレアグループ企業行動規範」を定めました。2008年３月には「セン

トレアグループコンプライアンス規程」及び内部通報制度を定めました。また、2015年５月の「会社法の一部を

改正する法律」（平成26年法律第90号）施行に伴い、同年６月にセントレアグループにおける内部統制システム

の内容の一部修正及び追加について決議しています。2021年11月には、セントレアグループ全体でコンプライア

ンスに対する取り組みを強化するため、コンプライアンス推進体制を各部門内においても整備しました。さら

に、2022年６月に改正された公益通報者保護法に則した内部通報制度整備を始め、現在の規程及び体制に加え、

全取締役、社員の適正な職務執行を確保する体制を整備しました。

 

③ リスク管理体制の整備の状況

当社は、事業に関する各種リスクに対し、「セントレアグループリスク管理方針」を定め、安全で安心な空港機

能の維持と健全な企業経営に悪影響を及ぼすおそれのある全ての要因を「リスク」と定義するとともに、リスク管

理の統括機関として、「セントレアグループリスク管理委員会」を設置し、代表取締役社長を委員長として、リス

クに関する計画や対策について、優先度を選別・評価し、迅速な意思決定を図る等、適切に対応する体制を整備し

ています。また、内部統制システム・コンプライアンス体制についても、「セントレアグループコンプライアンス

規程」及び内部通報制度を定め、企業活動におけるコンプライアンス確保に努めており、今後も継続して規程及び

その他の体制を整備する予定です。

④ 子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社は、「セントレアグループマネジメント規程」及び「セントレアグループ運営規程」を策定し、セントレア

グループにおける経営及び業務の基本的なプロセスを明確にし、業務の適法性、信頼性を確保するとともに、企業

集団としての統制を図っています。

また、グループ全体を対象とした企業行動規範、コンプライアンス規程等を策定し、必要な研修を定期的に実施

するとともに、内部での相互牽制機能を確保しています。

子会社の取締役は、セントレアグループ経営報告会議等重要な会議に出席し、適宜重要な情報について報告し、

企業集団として効率的な運営を行っています。

 

⑤ 役員報酬の内容

　当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりです。

 

区分

報酬等

の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額

（百万円）
対象となる

役員の員数

（名）
確定額

報酬等

業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取締役

（うち社外取締役）

79

 (17)

75

(17)

4

(-)
-

8

(5)

監査役

（うち社外監査役）

48

(42)

48

(42)
- -

5

(4)

合計

（うち社外役員）

128

(59)

124

(59)

4

(-)
-

13

(9)

（注）１．上表には、2025年６月26日開催の第27回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名（うち社外

取締役１名）及び社外監査役１名、2026年１月31日をもって辞任した社外監査役１名を含んでいます。ま

た、無報酬の社外取締役１名を除いています。

２．上表業績連動報酬等の額には、第28回定時株主総会後に算定予定の業績連動報酬（取締役報酬３百万

円）を含んでおり、当該業績連動報酬は後掲「取締役報酬制度の概要 c.業績連動報酬」に基づき算定し

ています。なお、各業績指標の選定理由は、同項目に記載のとおりであり、算定にあたっては「親会社株

主に帰属する当期純利益」の実績値である2,950百万円、「連結利払い前・税引き前・減価償却前利益

（EBITDA）」の実績値である16,238百万円及び「連結売上高営業利益率（ROS）」の実績値である13.1％

に当社及び連結子会社の取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対しての業績連動報酬支給見込額と

して引当計上した15百万円を調整した数値を適用しています。

３．2025年６月26日開催の第27回定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年額151百万円以内（うち

社外取締役分30百万円以内、ただし使用人分給与は含まない。）と決議されています。当該株主総会終結

時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役５名）です。

４．2021年６月24日開催の第23回定時株主総会において、取締役の報酬限度とする年額（社外取締役分を除

く）のうち32百万円を上限として取締役（社外取締役を除く）の報酬額の一部に「親会社株主に帰属する

当期純利益」、「連結利払い前・税引き前・減価償却前利益（EBITDA）」及び「連結売上高営業利益率
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（ROS)」を業績指標とする業績連動報酬を導入すると決議されています。当該株主総会終結時点の取締役

の員数は８名（うち社外取締役１名）です。

５．2005年６月24日開催の第７回定時株主総会において、監査役の報酬限度額は年額52百万円以内と決議さ

れています。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

 

「取締役報酬制度の概要」

業績向上に対する意欲を一層高めるため、2021年６月24日開催の第23回定時株主総会において、取締役報酬の一

部に業績連動報酬を導入することが決議されています。

 

a. 内容及び支給上限額

　取締役の報酬は、固定報酬である「確定額報酬」と、業績に応じて変動する「業績連動報酬」で構成していま

す。取締役の報酬限度額は2025年６月26日開催の第27回定時株主総会において、従来の「年額151百万円以内

（うち社外取締役分15百万円以内、ただし使用人分給与は含まない。）」から「年額151百万円以内（うち社外

取締役分30百万円以内、ただし使用人分給与は含まない。）」に改定すると決議されています。

 

b. 確定額報酬

　取締役に対して、役位に応じた固定報酬を支給します。取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針は、

取締役会の決議により決定しています。なお、社外取締役に対する報酬は、その職務の性質を考慮し、固定報酬

のみとしています。確定額報酬は在任中において月例で支給します。

 

c. 業績連動報酬

　取締役（社外取締役を除く）（※）に対して、業績連動報酬として、単年度の業績指標や目標達成度に連動す

る報酬を支給します。業績連動報酬は、2021年６月24日開催の第23回定時株主総会において、年間支給額の上限

を32百万円と決議しています。業績連動報酬は、法人税法第34条第１項第３号イに規定する「利益の状況を示す

指標」として、当該事業年度に関する定時株主総会終了後に以下の指標に基づき算定し、１月内に支給します。

（※）取締役（社外取締役を除く）は、法人税法第34条第１項第３号に記載されている業務執行役員です。

連結グループの業績指標 内容

親会社株主に帰属する当期純利益 業績連動報酬計上前の額

EBITDA
業績連動報酬計上前連結税金等調整前当期純利益に減価償却費及び

支払利息を加えた額

営業利益率 業績連動報酬計上前連結営業利益を連結売上高で除した率

 

個別支給額の算定は、業績連動報酬の標準報酬額（社外取締役を除く取締役の確定額報酬等の金額に875分の

125を乗じた額。以下「標準報酬額」という。）に業績指標ごとに評価係数を乗じた額とします。なお各指標の上

限値を超えるときは上限値を、下限値を下回るときは下限値を実績値とします。

 

　・業績指標：親会社株主に帰属する当期純利益

　　標準報酬額　×　実績値　÷　50億円　×　4　÷　10・・・(A)

　　目標値 50億円、上限値 100億円、下限値 0億円

 

　・業績指標：EBITDA

　　標準報酬額　×　（実績値-135億円）　÷　50億円　×　3　÷　10・・・(B)

　　目標値 185億円、上限値 235億円、下限値 135億円

 

　・業績指標：営業利益率

　　標準報酬額　×　（実績値-12.5%）　÷　2.5%　×　3　÷　10・・・(C)

　　目標値 15.0％、上限値 17.5％、下限値 12.5％

 

　業績連動報酬の個別支給額＝(A)＋(B)＋(C)

 

⑥ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しています。

　当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員、取締役会決議により会社法上の

「重要な使用人」として選任された執行役員以外の者、社外派遣役員及び退任役員であり、被保険者は保険料を負

担していません。被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請

求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償するものとします。ただし、贈収賄等の
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犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適

正性が損なわれないように措置を講じています。

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めています。

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めています。

⑨ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の定めにより、取

締役会の決議によって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役で

あったものを含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めています。

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これは、株主総

会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。

⑪ 取締役会の活動状況

取締役会については、当事業年度において13回開催し、個々の取締役の出席状況は、以下のとおりです。

氏名 開催回数 出席回数

籠橋　寛典 10回 10回

櫻井　俊樹 13回 13回

中村　昭彦 13回 8回

城戸　真亜子 13回 13回

林　全宏 13回 10回

渡邊　広志 13回 13回

木村　中 10回 10回

犬塚　力  3回  3回

武田　健太郎  3回  3回

（注）籠橋寛典氏及び木村中氏は、2025年６月26日開催の第27回定時株主総会において選任されたため、また、

犬塚力氏及び武田健太郎氏は、2025年６月26日開催の第27回定時株主総会の終結の時をもって退任したた

め、取締役会の開催回数が他の取締役と異なります。

 

取締役会として、「連結計算書類、計算書類、事業報告等の承認」、「定時株主総会の開催」、「取締役報酬

の配分」、「設備投資」、「役員賠償責任保険の更新」、「社債等の発行」、「子会社との自己取引の承認」等

38件を決議しました。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

a. 2026年６月26日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
籠橋　寛典 1964年４月25日生

 
1987年４月 トヨタ自動車(株)入社

2015年１月 同社生産管理部長

2016年４月 同社Toyota Compact Car Company 統括

部長

2017年４月 同社常務理事就任

同社生産管理本部 物流領域長 兼 本社

工場長

2018年１月 同社生産企画本部 生技管理領域長・物

流領域長

 2018年３月 同社ＢＲ米国合弁新会社準備室長

Mazda Toyota Manufacturing, U.S.A.,

Inc.　Executive Vice President

 2025年２月 当社特別顧問

2025年６月 当社代表取締役社長(現任)

2025年６月 中部国際空港旅客サービス(株)取締役

(現任)
  

注３ 12

代表取締役

副社長
櫻井　俊樹 1958年６月23日生

 
1982年４月 運輸省入省

2013年７月 国土交通省海事局次長

2015年10月 京王電鉄(株)鉄道事業本部計画管理部

嘱託

2017年６月 同社取締役戦略推進本部副本部長沿線

価値創造部長

2018年６月 同社取締役戦略推進本部長

2020年６月 同社執行役員鉄道事業本部副本部長安

全推進部長

2021年６月 当社代表取締役副社長(現任)

2021年６月 中部国際空港給油施設(株)代表取締役

社長

2021年６月 中部国際空港エネルギー供給(株)代表

取締役社長

2021年６月 中部国際空港施設サービス(株)代表取

締役社長

2022年６月 中部国際空港エネルギー供給(株)取締

役

2024年４月 中部国際空港テクニカルコネクト(株)

取締役(現任)

2025年６月 中部国際空港エネルギー供給(株)代表

取締役社長
  

注３ 11

取締役 中村　昭彦 1959年11月21日生

 
1982年４月 (株)東海銀行入社

2006年７月 (株)三菱東京ＵＦＪ銀行厚木支社長

2009年６月 同社執行役員中部エリア支店担当

2010年５月 同社執行役員名古屋営業本部名古屋営

業第二部長

2012年５月 同社常務執行役員中部エリア支社担当

2015年５月 同社常務執行役員東日本エリア支社担

当

2016年５月 同社専務執行役員東日本エリア支社担

当

2018年５月 (株)三菱ＵＦＪ銀行副頭取執行役員中

部駐在

2018年６月 同社取締役副頭取執行役員中部駐在

2022年４月 同社取締役副頭取執行役員

2022年６月 同社常任顧問

2022年６月 当社非常勤取締役(現任)

2025年４月 (株)三菱ＵＦＪ銀行顧問(現任)
  

注３ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 城戸　真亜子 1961年８月28日生

 
1997年４月 経済産業省伝統工芸品産業審議会委員

2006年９月 学研・城戸真亜子アートスクール主宰

(現任)

2007年４月 (株)テレビ東京放送番組審議会委員

2007年７月 中日本高速道路(株)CSR懇親会委員

2007年10月 当社顧問

2012年12月 (株)学研ホールディングス社外取締役

2015年４月 BPO放送と人権等権利に関する委員会委

員

2017年６月 学校法人田中千代学園理事

2021年６月 (株)ダイドーリミテッド社外監査役

2023年６月 当社非常勤取締役(現任)

2025年５月 学校法人田中千代学園評議委員(現任)

2025年６月 (株)ダイドーリミテッド社外取締役(現

任)
  

注３ -

取締役 林　全宏 1961年９月15日生

 
1984年４月 愛知県入庁

2009年４月 同県総務部財政課主幹

2013年４月 同県総務部財産管理課長

2015年４月 同県政策企画局政策調整課長

2016年４月 同県建設部次長

2017年４月 同県総務部次長

2018年４月 同県東三河総局長

2019年４月 同県建設局長

2020年４月 同県総務局長

2022年４月 同県副知事

2023年６月 当社非常勤取締役(現任)
  

注３ -

取締役 渡邊　広志 1959年２月７日生

 
 1983年４月 中部電力(株)入社

 2011年７月 同社執行役員環境・立地本部環境部長

2013年７月 同社執行役員東京支社長

2016年４月 同社専務執行役員グループ経営戦略本

部副本部長情報システム部統括

2018年４月 同社専務執行役員技術開発本部長

2020年４月 一般財団法人中部電気保安協会参与

2020年６月 一般財団法人中部電気保安協会理事長

2022年６月 中電クラビス(株)代表取締役社長 社長

執行役員

2024年６月 当社非常勤取締役(現任)
  

注３ -

取締役 木村　中 1970年１月24日生

 
 1992年４月 東海旅客鉄道(株)入社

 2008年７月 同社総合企画本部経営管理部担当課長

2009年７月 同社広報部名古屋広報室長

2011年７月 同社総務部株式課長

2013年７月 同社関西支社管理部長

2015年７月 日本車輛製造(株)経営企画室副室長

2018年６月 同社執行役員

2019年６月 東海旅客鉄道(株)総合企画本部経営管

理部長

2020年６月 同社執行役員総合企画本部副本部長・

経営管理部長

2022年６月 同社常務執行役員広報部長

2023年６月 同社専務執行役員秘書部・監査部・広

報部担当

2025年６月 同社専務執行役員総合企画本部長、特

命事項担当

2025年６月 当社非常勤取締役(現任)

2026年６月 東海旅客鉄道(株)代表取締役副社長 総

合企画本部長、財務部担当、特命事項

担当(現任)
  

注３ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役 中田　悟 1963年12月20日生

 
1987年４月 大蔵省入省

2016年７月 財務省東北財務局長

2017年７月 日本たばこ産業(株)財務副責任者

2019年７月 国税庁名古屋国税不服審判所長

2021年７月 国税庁札幌国税局長

2022年７月 財務省大臣官房地域経済特別分析官

2023年11月 三井住友海上火災保険(株)顧問

2025年６月 当社常勤監査役(現任)
　

注４ -

常勤監査役 難波　伸治 1962年12月25日生

 
1986年４月 名古屋市入庁

2011年４月 同市栄市税事務所市民税課長

2011年５月 同市消防局防災部防災室主幹(地域防災

計画担当)

2013年４月 同市消防局防災部防災企画課長

2014年４月 同市消防局防災・危機管理部危機管理

課長

2015年４月 同市総務局企画部企画課長

2017年４月 同市総務局企画部長

2020年４月 同市経済局長

2021年６月 同市総務局長

2023年６月 当社常勤監査役(現任)
  

注５ -

監査役 丹羽　政雄 1964年８月27日生

 
2003年１月 当社入社

2015年６月 当社総務部長

2018年１月 中部国際空港旅客サービス(株)取締役

顧客サービス部長

 2020年６月 当社内部監査室担当部長

2020年７月 当社内部監査室長

2025年６月 当社非常勤監査役(現任)
  

注４ 10

計 33

 
　（注）１．取締役中村昭彦氏、城戸真亜子氏、林全宏氏、渡邊広志氏及び木村中氏は、社外取締役です。

２．常勤監査役中田悟氏及び難波伸治氏は、社外監査役です。

３．2025年６月26日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までです。

４．2025年６月26日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までです。

５．2023年６月28日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会終結の時までです。
６．当社では、経営の意思決定及び経営監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責任を明確化するとと
もに業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を採用しています。

 
執行役員は以下の12名です。
常務執行役員営業推進本部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　永江　秀久

執行役員空港運用本部長 技術企画担当（代替滑走路担当兼務）　　　　　　　　 木本　　仁

執行役員総務担当（情報セキュリティ統括担当兼務）　　　　　　　　　　　　　新屋　修一

執行役員セントレア・オペレーション・センター 総合安全推進担当　　　　　　 坂　　紀廣

執行役員航空営業 商業事業担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 鈴木　健一

執行役員財務担当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 安田　雄策

執行役員経営企画 DX推進担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中村　治男

執行役員中部国際空港テクニカルコネクト担当　　　　　　　　　　　　　　　　久保　明義

執行役員中部国際空港旅客サービス担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　橋野　悦男

執行役員空港運用部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥野　康生

執行役員地域共生 サステナビリティ推進担当　　　　　　　　　　　　　　　　 坂田　一亮

執行役員空港事業部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今枝　泰公
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b. 2026年６月29日開催予定の第28回定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役３名選任の件」及び「補

欠監査役１名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、当社の役員の状況は、以下のとおり

となる予定です。なお、同日に開催が予定されている取締役会及び監査役会の決議予定事項の内容を含めて記載

しています。

男性９名　女性１名　（役員のうち女性の比率10.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

社長
籠橋　寛典 1964年４月25日生

 
1987年４月 トヨタ自動車(株)入社

2015年１月 同社生産管理部長

2016年４月 同社Toyota Compact Car Company 統括

部長

2017年４月 同社常務理事就任

同社生産管理本部 物流領域長 兼 本社

工場長

2018年１月 同社生産企画本部 生技管理領域長・物

流領域長

 2018年３月 同社ＢＲ米国合弁新会社準備室長

Mazda Toyota Manufacturing, U.S.A.,

Inc.　Executive Vice President

 2025年２月 当社特別顧問

2025年６月 当社代表取締役社長(現任)

2025年６月 中部国際空港旅客サービス(株)取締役

2026年６月 中部国際空港旅客サービス(株)代表取

締役社長(現任)
  

注３ 12

代表取締役

副社長
石澤　龍彦 1964年１月５日生

 
1986年４月 運輸省入省

2015年９月 国土交通省関東運輸局次長

2016年６月 同省海上保安庁総務部参事官(海洋情報

部担当)

2017年７月 同省中部運輸局長

2019年11月 小田急電鉄(株) 顧問

2022年６月 (株)NAAファシリティーズ 代表取締役

社長

2026年６月 中部国際空港エネルギー供給(株)代表

取締役社長(現任)

2026年６月 当社代表取締役副社長(現任)

2026年６月 中部国際空港テクニカルコネクト(株)

取締役(現任)
  

注４ -

取締役 城戸　真亜子 1961年８月28日生

 
1997年４月 経済産業省伝統工芸品産業審議会委員

2006年９月 学研・城戸真亜子アートスクール主宰

(現任)

2007年４月 (株)テレビ東京放送番組審議会委員

2007年７月 中日本高速道路(株)CSR懇親会委員

2007年10月 当社顧問

2012年12月 (株)学研ホールディングス社外取締役

2015年４月 BPO放送と人権等権利に関する委員会委

員

2017年６月 学校法人田中千代学園理事

2021年６月 (株)ダイドーリミテッド社外監査役

2023年６月 当社非常勤取締役(現任)

2025年５月 学校法人田中千代学園評議委員(現任)

2025年６月 (株)ダイドーリミテッド社外取締役(現

任)
  

注３ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 渡邊　広志 1959年２月７日生

 
 1983年４月 中部電力(株)入社

 2011年７月 同社執行役員環境・立地本部環境部長

2013年７月 同社執行役員東京支社長

2016年４月 同社専務執行役員グループ経営戦略本

部副本部長情報システム部統括

2018年４月 同社専務執行役員技術開発本部長

2020年４月 一般財団法人中部電気保安協会参与

2020年６月 一般財団法人中部電気保安協会理事長

2022年６月 中電クラビス(株)代表取締役社長 社長

執行役員

2024年６月 当社非常勤取締役(現任)
  

注３ -

取締役 木村　中 1970年１月24日生

 
 1992年４月 東海旅客鉄道(株)入社

 2008年７月 同社総合企画本部経営管理部担当課長

2009年７月 同社広報部名古屋広報室長

2011年７月 同社総務部株式課長

2013年７月 同社関西支社管理部長

2015年７月 日本車輛製造(株)経営企画室副室長

2018年６月 同社執行役員

2019年６月 東海旅客鉄道(株)総合企画本部経営管

理部長

2020年６月 同社執行役員総合企画本部副本部長・

経営管理部長

2022年６月 同社常務執行役員広報部長

2023年６月 同社専務執行役員秘書部・監査部・広

報部担当

2025年６月 同社専務執行役員総合企画本部長、特

命事項担当

2025年６月 当社非常勤取締役(現任)

2026年６月 東海旅客鉄道(株)代表取締役副社長 総

合企画本部長、財務部担当、特命事項

担当(現任)
  

注３ -

取締役 高原　一郎 1964年５月11日生

 
 1988年４月 (株)東海銀行入社

 2011年１月 (株)三菱東京ＵＦＪ銀行湘南支社長

2012年５月 同社人事部(名古屋)副部長(特命担当)

兼 エム・ユー厚生サービス(株)(名古

屋)出向

2014年５月 同社名古屋営業本部名古屋営業第二部

長

2014年６月 同社執行役員名古屋営業本部名古屋営

業第二部長

2017年５月 同社執行役員 本部賛事役

2017年６月 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

(株)執行役員

2019年４月 (株)三菱ＵＦＪ銀行常務執行役員名古

屋営業本部長

2022年４月 同社副頭取執行役員中部駐在

2022年６月 同社取締役副頭取執行役員中部駐在

2026年４月 同社取締役副頭取執行役員

2026年６月 同社常任顧問(現任)

2026年６月 当社非常勤取締役(現任)
  

注４ -
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 江口　幸雄 1964年７月21日生

 
 1988年４月 愛知県入庁

 2013年４月 同県総務部財政課主幹

2016年４月 同県総務部財産管理課長

2017年４月 同県総務部市町村課長

2018年４月 同県総務部総務課長

2019年４月 同県総務局総務部総務課長

2020年４月 同県総務局総務部長

2021年４月 同県議会事務局長

2022年４月 同県総務局長

2023年４月 同県副知事(現任)

2026年６月 当社非常勤取締役(現任)
  

注４ -

常勤監査役 中田　悟 1963年12月20日生

 
1987年４月 大蔵省入省

2016年７月 財務省東北財務局長

2017年７月 日本たばこ産業(株)財務副責任者

2019年７月 国税庁名古屋国税不服審判所長

2021年７月 国税庁札幌国税局長

2022年７月 財務省大臣官房地域経済特別分析官

2023年11月 三井住友海上火災保険(株)顧問

2025年６月 当社常勤監査役(現任)
　

注５ -

常勤監査役 難波　伸治 1962年12月25日生

 
1986年４月 名古屋市入庁

2011年４月 同市栄市税事務所市民税課長

2011年５月 同市消防局防災部防災室主幹(地域防災

計画担当)

2013年４月 同市消防局防災部防災企画課長

2014年４月 同市消防局防災・危機管理部危機管理

課長

2015年４月 同市総務局企画部企画課長

2017年４月 同市総務局企画部長

2020年４月 同市経済局長

2021年６月 同市総務局長

2023年６月 当社常勤監査役(現任)
  

注６ -

監査役 丹羽　政雄 1964年８月27日生

 
2003年１月 当社入社

2015年６月 当社総務部長

2018年１月 中部国際空港旅客サービス(株)取締役

顧客サービス部長

 2020年６月 当社内部監査室担当部長

2020年７月 当社内部監査室長

2025年６月 当社非常勤監査役(現任)
  

注５ 10

計 22

 
　（注）１．取締役城戸真亜子氏、渡邊広志氏、木村中氏、高原一郎氏及び江口幸雄氏は、社外取締役です。

２．常勤監査役中田悟氏、難波伸治氏は、社外監査役です。

３．2025年６月26日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までです。

４．2026年６月29日開催の定時株主総会における選任されており、任期は、定款の定めにより、他の取締役の任

期満了（2025年６月26日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時）までとなります。

５．2025年６月26日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までです。

６．2023年６月28日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会終結の時までです。
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７．当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査役
１名（社外監査役）を選任しています。補欠監査役の略歴は次のとおりです。

役職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

補欠監査役 松井　圭介 1958年11月４日生

 
1981年４月 愛知県入庁

2004年４月 当社総務部人事課長

2007年４月 愛知県知事政策局政策調整課主幹

2009年４月 同県地域振興部交通対策課主幹

2010年４月 同県地域振興部交通対策課長

 2012年４月 同県知事政策局政策調整課長

 2015年４月 同県総務部人事局長

2017年４月 同県政策企画局長

2018年４月 同県企業庁長

2019年４月 同県副知事

2023年４月 名古屋高速道路公社理事長(現任)
  

-

 
８．当社では、経営の意思決定及び経営監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責任を明確化するとと
もに業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を採用しています。
 

執行役員は以下の11名です。
常務執行役員営業推進本部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　永江　秀久

執行役員空港運用本部長 技術企画担当（代替滑走路担当兼務）　　　　　　　　　　 木本　　仁

執行役員セントレア・オペレーション・センター 総合安全推進担当　　　　　　　　 坂　　紀廣

執行役員航空営業 商業事業 地域ブランド共創担当　　　　　　　　　　　　　　　　鈴木　健一

執行役員経営企画 DX推進 財務担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中村　治男

執行役員中部国際空港テクニカルコネクト担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　久保　明義

執行役員国際事業担当（特命プロジェクト担当兼務）　　　　　　　　　　　　　　　橋野　悦男

執行役員空港運用担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥野　康生

執行役員総務 地域共生 サステナビリティ推進担当(情報セキュリティ統括担当兼務)　坂田　一亮

執行役員空港事業部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　今枝　泰公

執行役員中部国際空港エネルギー供給担当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮下　　豊
 

②　社外役員の状況

2026年６月26日（有価証券報告書提出日）現在、社外取締役５名及び社外監査役２名を選任しています。

取締役７名のうち中村昭彦氏、城戸真亜子氏、林全宏氏、渡邊広志氏及び木村中氏は、社外取締役です。

中村昭彦氏は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行の顧問、株式会社三五の社外取締役、東邦瓦斯株式会社の社外監査

役、丸八証券株式会社の社外取締役及び東海テレビ放送株式会社の社外監査役です。当社と各兼職先との間には

特別な関係はありません。

城戸真亜子氏は、学研・城戸真亜子アートスクールの主宰、学校法人田中千代学園の評議委員及び株式会社ダ

イドーリミテッドの社外取締役です。当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。

林全宏氏は、中部国際空港連絡鉄道株式会社の代表取締役副社長及び上飯田連絡線株式会社の社外取締役副社

長です。当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。

渡邊広志氏は、株式会社十六銀行の社外取締役です。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

木村中氏は、東海旅客鉄道株式会社の代表取締役副社長総合企画本部長、財務部担当、特命事項担当及びジェ

イアールセントラルビル株式会社の取締役です。当社と各兼職先との間には特別な関係はありません。

また、監査役３名のうち中田悟氏及び難波伸治氏は、社外監査役です。

なお、当社は、2026年６月29日開催予定の第28回定時株主総会の議案（決議事項）として「取締役３名選任の

件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、引き続き当社の社外取締役は５名、社外監査役は２名と

なります。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

2026年６月26日（有価証券報告書提出日）現在、当社の監査役会は、常勤社外監査役２名を含む３名で構成さ

れ、監査役監査規則、監査役会規則、監査役監査実施要綱等を定め、各監査役から監査の実施状況や結果につい

て報告を受けて、監査役会監査報告書のとりまとめや会計監査人の選任に関すること等を決議しています。な

お、2026年６月29日開催予定の第28回定時株主総会後も、引き続き当社の監査役会は、常勤社外監査役２名を含

む３名となります。

中田悟氏は、大蔵省（現財務省）入省後要職を歴任するとともに、東京証券取引所上場企業の財務副責任者と

して経営に関与した経験を有する等、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

当事業年度は監査役会を15回開催し、個々の監査役の出席状況は以下のとおりです。

氏名 開催回数 出席回数

中田　悟 10回 10回

難波　伸治 15回 15回

丹羽　政雄 10回 10回

坂野　恵三 13回 13回

池田　潤  5回  5回

（注）中田悟氏及び丹羽政雄氏は、2025年６月26日開催の第27回定時株主総会において選任されたため、池田潤

氏は、2025年６月26日開催の第27回定時株主総会の終結の時をもって退任したため、坂野恵三氏は、2026年

１月31日をもって辞任したため、監査役会の開催回数が他の監査役と異なります。

 

各監査役の活動状況は次のとおりです。

取締役会やその他の重要な会議への出席、取締役及び執行役員への個別ヒアリング、重要な決裁書類等の閲

覧、現場での業務及び財産の状況の調査等を行っています。その他の重要な会議としては、セントレアグループ

経営決定会議、セントレアグループ経営報告会議、セントレアグループＣⅩ推進委員会、セントレアグループ安

全管理委員会、セントレアグループリスク管理委員会、セントレアグループコンプライアンス委員会、セントレ

アグループサステナビリティ推進委員会があります。

子会社については、子会社の監査役を兼務することや子会社の監査役との情報交換等を行うことにより監査を

行っています。

内部統制システムについては、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、監視及

び検証しています。

会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受けています。監査上の主要な検討事項（KAM）については、選定

項目や記載内容に関し会計監査人と継続的に協議を行っています。会計監査人から職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制を整備している旨の通知を受けています。

内部監査部門とは、定例的に意見交換を行い、内部監査の結果について適宜報告を受ける等により、密接な連

携を図っています。会計監査人と意見交換を行う際には原則として内部監査部門が同席する等により、三様監査

の推進を図っています。

 

②　内部監査の状況

a. 組織、人員及び手続

内部監査については、代表取締役直属の組織として、業務執行部門から独立した形で内部監査室が設置されて

おり、３名が配置されています。

当社の内部監査は、内部監査規程及び内部監査計画に基づき、セントレアグループ各社の業務活動全般を対象

として、主として内部統制やリスク管理の観点から実施し、各部門に対し是正勧告・改善提言等を行っていま

す。監査に当たっては、リスクが高い領域に焦点を当てたリスクベースの内部監査を実施しています。

b. 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

監査役監査との連携については、監査役と内部監査室との定期的な意見交換を行い、内部監査の結果を共有す

る等により、連携を図っています。会計監査との連携については、会計監査人と監査役との意見交換、会計監査

人から監査役への監査実施状況報告の際に同席する等により、適宜連携を図っています。

 

c. 内部監査の実効性を確保するための取り組み
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内部監査の結果については、代表取締役２名に対し直接報告するとともに、取締役会、監査役に対し直接報告

を行っています。また、経営報告会議において、定期的に報告しています。

このほか、総務部・財務部等の間接部門とも定期的に情報共有・意見交換を行っており、これらの部門が行う

モニタリング活動を通して、内部統制システムの実効性向上を図っています。

 

③　会計監査の状況

a. 監査法人の名称

有限責任監査法人　トーマツ

b. 継続監査期間

28年間

c. 業務を執行した公認会計士

髙橋　寿佳 氏

増見　彰則 氏

d. 監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、会計士試験合格者等３名、その他４名で構成されてい

ます。

e. 監査法人の選定方針と理由、監査役会による監査法人の評価

監査役会は、同監査法人の監査の実施状況や職務遂行体制の整備状況等を確認することにより、監査法人の選

定について継続的に検討を行ってきました。その結果、監査役会は、同監査法人が、当社の監査を行ううえで必

要かつ十分な能力・体制を有していると判断したため、会計監査人として選定しました。

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提

出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定します。また、監査役会が、会社法第340条第１

項各号に定める解任事由に該当すると判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨

及びその理由を報告します。

 

④　監査報酬の内容等

a. 監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 22 2 24 4

連結子会社 4 - 4 -

計 26 2 28 4

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当社における非監査業務の内容は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務
以外の業務である「社債発行に伴うコンフォートレター作成業務」及び「改正リース会計基準導入に関する助
言業務」についての対価を支払っています。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

当社における非監査業務の内容は、有限責任監査法人トーマツに対して、公認会計士法第２条第１項の業務
以外の業務である「社債発行に伴うコンフォートレター作成業務」及び「改正リース会計基準導入に関する助
言業務」についての対価を支払っています。
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b. 監査公認会計士等と同一のネットワーク（デロイトトーマツグループ）に対する報酬（a.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 - 3 - 4

連結子会社 - 1 - 1

計 - 4 - 5

 

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、デロイトトーマツ税理士法人に対して、「税務関連業

務」についての対価を支払っています。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、デロイトトーマツ税理士法人に対して、「税務関連業

務」についての対価を支払っています。

 

c. その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 

d. 監査報酬の決定方針

個別に監査報酬の決定方針を定めていませんが、提示された監査計画及び報酬内容を精査の上、監査公認

会計士に対する監査報酬を決定しています。また、その金額は会社法第399条に基づき監査役会の同意を得て

います。

 

e. 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

会計監査人に対する報酬等に対して、当社の監査役会が会社法第399条の同意をした理由は、会計監査人の

監査計画、監査の実施状況、報酬見積りの算出根拠等を確認し、当社の監査を行ううえで妥当であると判断

したためです。

 

 

（４）【役員の報酬等】

当社は非上場会社ですので、記載すべき事項はありません。

なお、役員報酬の内容につきましては、「（１）コーポレート・ガバナンスの概要」に記載しています。

 

 

（５）【株式の保有状況】

当社は非上場会社ですので、記載すべき事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

① 連結会社の人材戦略

　当連結グループにおける人材戦略につきましては、「第２　事業の状況　２.サステナビリティに関する考え方

及び取組（２）人的資本・多様性に関する開示 ① 戦略」に記載のとおりです。

 

② 連結会社の従業員の給与(賞与を含む)その他の給付の額及び内容の決定に関する方針

　当連結グループの給与は、空港経営を長期にわたり安定的かつ持続的に行うために必要な人材の確保・定着及

び活躍を基本的な目的として設計しています。そのうえで、成果や業績等、直近の目標及び取り組みの方向性に

つきましては、2026～2028年度中期経営戦略を処遇設計のベースとしています。

　また、求める人材像を踏まえた等級別役割を基礎とし、期待される役割や責任を明確にしたうえで目標管理制

度を運用しています。成果や業績への貢献度は主に賞与に、能力や専門性の向上は昇給・昇格に反映させること

で、中期経営戦略の実行を支えるとともに、将来にわたり“いい空港”を支え続ける人材の育成と定着を図って

います。さらに、外部労働市場や物価動向、事業環境を勘案し、競争力のある報酬水準の維持・向上に努めてい

ます。

 

（２）【従業員の状況】

① 連結会社の状況

2026年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

空港 456(54)

商業 468(108)

交通アクセス施設 24(4)

合計 948(166)

　（注）従業員数は、就業人員（当連結グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当連結グループへの

出向者を含んでいます。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員及びパートタイマーを含んでいま

す。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しています。

 

② 提出会社の状況

2026年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

292（28） 43.0 10.5 8,289,216 106.3
 
  
 

セグメントの名称 従業員数（人）

空港 222(16)

商業 63(11)

交通アクセス施設 7(1)

合計 292(28)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含んでいます。）であ

り、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員及びパートタイマーを含んでいます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しています。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。
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③ 労働組合の状況

　労働組合はありません。

 

④ 管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男女別の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額の

差異等

提出会社及び連結子会社

当連結会計年度

名称

管理的地位に
ある労働者に
占める女性労
働者の割合
（％）

男女別の育児休業取得率（％） 労働者の男女の賃金の額の差異（％）（注）２
有給休暇取得率

（％）
男性労働者 女性労働者 全労働者

うち正規雇用

労働者

うちパート・

有期労働者

中部国際空港㈱ 9.4 90.0 100.0 62.2 60.9 64.3 74.8

中部国際空港

エネルギー供給㈱
25.0 - - - - - 75.0

中部国際空港

テクニカルコネクト

㈱

0.0 66.7 - 58.6 61.5 42.1 90.4

中部国際空港

旅客サービス㈱
56.7 100.0 100.0 80.0 79.3 65.3 87.2

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したもの

です。

２．労働者の男女の賃金の額の差異については、男性労働者の賃金に対する女性労働者の賃金の割合を示してい

ます。なお、同一労働（同一職種、同一資格）の賃金に差はなく、等級別人数構成の差によるものです。

３．出向者については、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合及び男女別の育児休業取得率は出向

先の労働者として、労働者の男女の賃金の額の差異は、出向元及び出向先の事業主のうち賃金を主として負担

している事業主の労働者として、有給休暇取得率については、出向元の労働者として算出しています。

４．該当者・対象者がいない箇所については、「-」と表記しています。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しています。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

   また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成していま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けています。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っています。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、会計基準設定主

体等の行う研修に参加しています。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 26,401 28,218

売掛金 ※１ 3,800 ※１ 3,855

棚卸資産 ※２ 1,781 ※２ 1,625

その他 754 637

貸倒引当金 △54 △0

流動資産合計 32,683 34,337

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※４ 83,994 ※４ 79,020

機械装置及び運搬具（純額） ※４ 5,192 ※４ 5,386

土地 290,266 290,266

リース資産（純額） 45 118

建設仮勘定 1,333 3,369

その他（純額） ※４ 3,198 ※４ 3,191

有形固定資産合計 ※３ 384,031 ※３ 381,353

無形固定資産   

ソフトウエア ※４ 572 ※４ 610

水道施設利用権 2,829 2,637

その他 42 41

無形固定資産合計 3,444 3,289

投資その他の資産   

長期前払費用 7,740 7,316

繰延税金資産 69 66

その他 9 9

投資その他の資産合計 7,819 7,393

固定資産合計 395,296 392,036

繰延資産   

社債発行費 364 339

繰延資産合計 364 339

資産合計 ※５ 428,344 ※５ 426,712
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,183 2,356

１年内償還予定の社債 ※５ 25,800 ※５ 17,900

１年内返済予定の長期借入金 5,243 29,343

リース債務 19 53

未払法人税等 450 296

賞与引当金 864 840

役員賞与引当金 14 5

その他 ※６ 5,002 ※６ 6,317

流動負債合計 39,579 57,114

固定負債   

社債 ※５ 188,300 ※５ 191,300

長期借入金 105,022 77,029

リース債務 34 82

繰延税金負債 7,122 9,495

退職給付に係る負債 2,170 2,329

その他 1,668 1,879

固定負債合計 304,318 282,116

負債合計 343,897 339,231

純資産の部   

株主資本   

資本金 83,668 83,668

資本剰余金 27 27

利益剰余金 △454 2,495

株主資本合計 83,240 86,191

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 56 59

その他の包括利益累計額合計 56 59

非支配株主持分 1,149 1,230

純資産合計 84,447 87,481

負債純資産合計 428,344 426,712
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※１ 52,873 ※１ 54,121

売上原価 ※２ 34,833 ※２ 35,616

売上総利益 18,040 18,504

販売費及び一般管理費 ※３ 10,265 ※３ 11,417

営業利益 7,775 7,086

営業外収益   

受取利息 23 95

賃貸不動産解約負担金受入額 18 65

工事負担金受入額 31 74

補助金収入 127 65

その他 67 48

営業外収益合計 267 349

営業外費用   

支払利息 733 1,031

その他 93 144

営業外費用合計 827 1,175

経常利益 7,215 6,260

特別利益   

固定資産売却益 ※４ 7 ※４ 5

固定資産受贈益 ※５ 20 -

国庫補助金 ※６ 121 ※６ 569

特別利益合計 148 574

特別損失   

固定資産売却損 ※７ 19 ※７ 4

固定資産除却損 ※８ 286 ※８ 513

固定資産圧縮損 ※９ 120 ※９ 553

特別損失合計 425 1,070

税金等調整前当期純利益 6,938 5,765

法人税、住民税及び事業税 358 360

法人税等調整額 △78 2,372

法人税等合計 279 2,733

当期純利益 6,658 3,031

非支配株主に帰属する当期純利益又は

非支配株主に帰属する当期純損失（△）
△1 81

親会社株主に帰属する当期純利益 6,660 2,950
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 6,658 3,031

その他の包括利益   

退職給付に係る調整額 9 2

その他の包括利益合計 ※１,※２ 9 ※１,※２ 2

包括利益 6,668 3,034

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 6,669 2,953

非支配株主に係る包括利益 △1 81
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 83,668 27 △7,115 76,580 46 46 1,151 77,778

当期変動額         

親会社株主に帰属
する当期純利益   6,660 6,660    6,660

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

    9 9 △1 8

当期変動額合計 - - 6,660 6,660 9 9 △1 6,668

当期末残高 83,668 27 △454 83,240 56 56 1,149 84,447

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

      (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 83,668 27 △454 83,240 56 56 1,149 84,447

当期変動額         

親会社株主に帰属
する当期純利益   2,950 2,950    2,950

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

    2 2 81 83

当期変動額合計 - - 2,950 2,950 2 2 81 3,034

当期末残高 83,668 27 2,495 86,191 59 59 1,230 87,481
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,938 5,765

減価償却費 9,159 9,441

賞与引当金の増減額（△は減少） 168 △23

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 13 △9

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △54

ポイント引当金の増減額（△は減少） △8 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 160 164

受取利息 △23 △95

支払利息 733 1,031

為替差損益（△は益） 2 △0

固定資産除却損 287 518

売上債権の増減額（△は増加） △641 △55

棚卸資産の増減額（△は増加） △445 156

仕入債務の増減額（△は減少） 920 338

未払消費税等の増減額（△は減少） 32 △9

未収消費税等の増減額（△は増加） 59 98

その他 △46 931

小計 17,321 18,198

利息の受取額 23 95

利息の支払額 △727 △1,012

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △140 △489

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,477 16,790

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,212 △5,647

無形固定資産の取得による支出 △303 △229

投資その他の資産の取得による支出 △1 △1

投資その他の資産の減少による収入 0 0

その他 △148 △225

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,664 △6,102

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 150 1,350

長期借入金の返済による支出 △5,243 △5,243

社債の発行による支出 △71 △47

社債の発行による収入 27,300 20,900

社債の償還による支出 △35,700 △25,800

その他 △21 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,585 △8,882

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,775 1,806

現金及び現金同等物の期首残高 28,466 26,691

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 26,691 ※ 28,497
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 3社

連結子会社の名称

中部国際空港エネルギー供給㈱

中部国際空港テクニカルコネクト㈱

中部国際空港旅客サービス㈱

 

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はないため持分法は適用していません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

 

４．会計方針に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産

  a．商品

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっています。

 　b．貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価法によっています。

 

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物及び構築物　　　３年～60年

　機械装置及び運搬具　４年～22年

② 無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。

③ リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

④ 長期前払費用

　定額法によっています。

 

(３) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

　社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

 

(４) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

③ 役員賞与引当金

　役員への賞与（業績連動報酬）の支給に備えるため、役員に対する賞与（業績連動報酬）の支給見込額のう

ち、当連結会計年度に帰属する額を計上しています。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

49/93



(５) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっています。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により費用処理しています。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理しています。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

　当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

 

(６) 重要な収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益の計上基準

　空港事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給油、旅客施設等

に関するサービス（以下、「空港施設等のサービス」）を提供する義務を負っています。当該履行義務は顧客

が空港施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識しています。空港施設等のサー

ビスに関する取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領しており、対価の金額に重要な金

融要素は含まれていません。また、空港事業に係る顧客との契約から生じる収益については、顧客との契約等

において約束された対価から一定期間の運航実績等に応じて契約条件等に基づいた返金額を控除した金額で測

定しています。当該返金額は運航実績等に応じて決定されるものであり、測定された収益の額に重要な不確実

性はありません。

　商業事業においては、主に直営店舗での物品等の販売を行い、顧客に対して商品を引き渡す義務を負ってい

ます。当該履行義務は顧客へ商品を引き渡すことで充足され、引渡時点で収益を認識しています。また、顧客

への商品の販売と同時に取引先より商品を仕入れる、いわゆる消化仕入については、当連結グループの役割が

代理人としての性質が強いと判断されるため、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収

益を認識しています。商品を引き渡した対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領しており、対

価の金額に重要な金融要素は含まれていません。

　交通アクセス施設事業においては、主に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含ま

れる有料駐車場の運営管理事業及び交通アクセス施設の賃貸等のため、顧客との契約から生じる収益の範囲外

としています。

 

(７) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手元現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資等からなっています。
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（重要な会計上の見積り）

　　繰延税金資産の回収可能性

① 連結財務諸表に計上した金額

 
前連結会計年度

（百万円）

当連結会計年度

（百万円）

繰延税金資産（純額） 69 66

繰延税金負債（純額） 7,122 9,495

繰延税金資産

（繰延税金負債相殺前）
2,032 230

繰延税金負債

（繰延税金資産相殺前）
9,085 9,659

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　2026年３月31日現在、連結貸借対照表において、繰延税金資産（純額）を66百万円、繰延税金負債（純額）

を9,495百万円計上しており、繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）は230百万円、繰延税金負債（繰延税金資

産相殺前）は9,659百万円です。繰延税金資産は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来の

税金負担額を軽減することができると認められる範囲内で認識しています。

　課税所得の見積りは、経営者によって承認された事業計画を基礎とし、将来獲得しうる課税所得の金額を合

理的に算定しています。また、当該事業計画は、主として旅客数に一定の仮定を用いています。経営者が使用

している仮定は、将来の市場動向や資源価格の変動等の経済情勢、地政学的リスク、会社の決定の影響を受け

ます。

　当該見積り及び当該仮定について、航空旅客数の予測等の重要かつ不確実な条件により、見直しが必要と

なった場合、繰延税金資産の取り崩しが発生し、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

 

（未適用の会計基準等）

（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）等

 

(１）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手

の全てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計

基準を踏まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするも

のの、IFRS第16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素

で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを

目指したリース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースが

ファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて

使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用さ

れます。

 

(２）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(３）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

す。
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（表示方法の変更）

(連結損益計算書)

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示していた「賃貸不動産解約負担金受入

額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。また、前連結会計年

度において、独立掲記していた「営業外収益」の「受取保険金」は金額的重要性が乏しくなったため、当連結

会計年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映させるため、

前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度において、「営業外収益」の「受取保険金」に表示していた31百万円及び「その

他」に表示していた53百万円は、「賃貸不動産解約負担金受入額」18百万円、「その他」67百万円として組み

替えています。
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（連結貸借対照表関係）

※１　「契約資産」は「流動資産」の「売掛金」に計上しており、その金額は「（収益認識関係） ３．顧客との契約

に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在

する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報（１）契約資

産及び契約負債の残高等」に記載のとおり、重要性が乏しいため、記載を省略しています。

 

※２　棚卸資産の内訳は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

商品及び製品 1,347百万円 1,198百万円

原材料及び貯蔵品 433 426

 

※３　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 208,231百万円 214,243百万円

 

※４　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

建物及び構築物 168百万円 297百万円

機械装置及び運搬具 1,690 1,752

有形固定資産その他 455 782

ソフトウエア 19 53

計 2,333 2,886

 

※５　担保に供している資産及び担保付債務

　中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、当社の財産を社債の一

般担保に供しています。社債の金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

社債（額面） 214,100百万円 209,200百万円

 

※６　「契約負債」は「流動負債」の「その他」に計上しており、その金額は「（収益認識関係） ３．顧客との契約

に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在

する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報（１）契約資

産及び契約負債の残高等」に記載のとおり、重要性が乏しいため、記載を省略しています。
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（連結損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載していません。顧客との契約

から生じる収益の金額は、「（収益認識関係） １．顧客との契約から生じる収益を分解した情報」に記載していま

す。

 

※２　期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれています。

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

△3百万円 3百万円

（注）洗替え法による戻入額相殺後の額です。

 

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

従業員給与 2,968百万円 3,155百万円

減価償却費 771 902

賞与引当金繰入額 600 574

役員賞与引当金繰入額 14 5

退職給付費用 181 192

貸倒引当金繰入額 8 △54

 

※４　固定資産売却益の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 7百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 0 4

有形固定資産その他 - 0

計 7 5

 

※５　固定資産受贈益の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 7百万円 -百万円

機械装置及び運搬具 12 -

計 20 -

 

※６　国庫補助金の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 78百万円 134百万円

機械装置及び運搬具 15 62

有形固定資産その他 19 337

ソフトウエア 7 34

計 121 569
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※７　固定資産売却損の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 9百万円 4百万円

機械装置及び運搬具 5 -

有形固定資産その他 4 -

計 19 4

 

※８　固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 30百万円 13百万円

機械装置及び運搬具 2 0

建設仮勘定 11 0

有形固定資産その他 13 8

ソフトウエア 2 0

固定資産撤去費用 225 490

計 286 513

 

※９　固定資産圧縮損の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 77百万円 129百万円

機械装置及び運搬具 15 62

有形固定資産その他 19 327

ソフトウエア 7 34

計 120 553
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 49百万円 27百万円

組替調整額 △11 △22

計 38 5

法人税等及び税効果調整前合計 38 5

法人税等及び税効果額 △28 △2

その他の包括利益合計 9 2

 

※２　その他の包括利益に関する法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

退職給付に係る調整額：   

法人税等及び税効果調整前 38百万円 5百万円

法人税等及び税効果額 △28 △2

法人税等及び税効果調整後 9 2

その他の包括利益合計 9 2

法人税等及び税効果調整前 38 5

法人税等及び税効果額 △28 △2

法人税等及び税効果調整後 9 2
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,673,360 - - 1,673,360

合計 1,673,360 - - 1,673,360

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,673,360 - - 1,673,360

合計 1,673,360 - - 1,673,360

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりです。

 
 
 

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

現金及び預金勘定 26,401百万円 28,218百万円

流動資産「その他」勘定（預け金） 289 279 

現金及び現金同等物 26,691 28,497 

 

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主として、空港事業における車両（機械装置及び運搬具）です。

② リース資産の減価償却の方法

「(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) ４．会計方針に関する事項（２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(１) 金融商品に対する取組方針

　当連結グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達していま

す。資金運用は短期的な預金等に限定して運用しています。また、短期的な資金は銀行借入れにより調達

しています。

(２) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、債権管理規程に従い、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っていま

す。

　営業債務である買掛金は、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されていますが、そ

のほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。

　社債及び借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日及び返済日は最長で

決算日後18年です。

(３) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、資金担当部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っています。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っ

ています。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動

性の維持等により流動性リスクを管理しています。連結子会社においても同様の管理を行っています。

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるた

め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しています。

 

前連結会計年度（2025年３月31日）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

 社債

（１年内償還予定額を含む）
214,100 205,179 △8,920

 長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
110,265 100,509 △9,756

計 324,365 305,688 △18,677

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

 （百万円） （百万円） （百万円）

 社債

（１年内償還予定額を含む）
209,200 195,876 △13,323

 長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
106,372 92,887 △13,485

計 315,572 288,763 △26,808
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（注）１．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

(百万円）

１年超

５年以内

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

　現金及び預金 26,094 - - -

　売掛金 3,800 - - -

　合計 29,894 - - -

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内

(百万円）

１年超

５年以内

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

　現金及び預金 28,026 - - -

　売掛金 3,855 - - -

　合計 31,882 - - -

 

（注）２．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

　社債 25,800 17,900 25,600 31,500 19,500 93,800

　長期借入金 5,243 29,343 5,243 5,243 5,243 59,948

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

　社債 17,900 25,600 31,500 19,500 47,700 67,000

　長期借入金 29,343 5,703 5,243 5,243 5,243 55,595

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しています。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

(１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

　該当事項はありません。
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(２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債

（１年内償還予定額を含む）
- 205,179 - 205,179

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
- 100,509 - 100,509

計 - 305,688 - 305,688

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債

（１年内償還予定額を含む）
- 195,876 - 195,876

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
- 92,887 - 92,887

計 - 288,763 - 288,763

（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

 社債（１年内償還予定額を含む）

社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しています。

 

 長期借入金（１年内返済予定額を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定しており、レベル２の時価に分類しています。

 

 

（有価証券関係）

該当事項はありません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当連結グループは、非積立型の確定給付制度として、退職一時金制度を設けています。また、当社及び一部の連結

子会社が有する退職一時金制度は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

 

２．確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

　退職給付債務の期首残高 561百万円 556百万円

　　勤務費用 74 77

　　利息費用 6 9

　　数理計算上の差異の発生額 △49 △27

　　退職給付の支払額 △36 △32

　退職給付債務の期末残高 556 582

 

（２）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

　退職給付に係る負債の期首残高 1,486百万円 1,614百万円

　　退職給付費用 198 217

　　退職給付の支払額 △70 △84

　退職給付に係る負債の期末残高 1,614 1,747

 

（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

　非積立型制度の退職給付債務 2,170百万円 2,329百万円

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,170 2,329

   

　退職給付に係る負債 2,170 2,329

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,170 2,329

 

（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

　簡便法で計算した退職給付費用 198百万円 217百万円

　勤務費用 74 77

　利息費用

　数理計算上の差異の費用処理額

6

△11

9

△22

　退職給付費用 267 281
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（５）退職給付に係る調整額

　　　退職給付に係る調整額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

　数理計算上の差異 △38百万円 △5百万円

　合計 △38 △5

 

（６）退職給付に係る調整額（法人税等及び税効果控除前）

　　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（法人税等及び税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

　未認識数理計算上の差異 85百万円 90百万円

　合計 85 90

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

　割引率 1.633％ 2.472％

 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 277百万円 278百万円

貸倒引当金 16  0

未払事業税 60  46

未払費用 90  187

退職給付に係る負債 707  765

長期未払金 4  2

減損損失 48  46

繰越欠損金（注）２ 9,876  9,018

その他 69  75

繰延税金資産小計 11,153  10,421

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △8,283  △8,993

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △837  △1,196

評価性引当額小計（注）１ △9,120  △10,190

繰延税金資産合計 2,032  230

　繰延税金負債との相殺 △1,963  △163

繰延税金資産の純額 69  66

繰延税金負債    

　中部国際空港整備準備金 △9,085  △9,659

繰延税金負債合計 △9,085  △9,659

　繰延税金資産との相殺 1,963  163

繰延税金負債の純額 △7,122  △9,495

 

（注）１．評価性引当額が1,070百万円増加しています。この増加の主な要因は、繰延税金資産の回収可能性の見直

しによるものです。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

 

前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

(百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越
欠損金(注)１

- - - - - 9,876 9,876

評価性引当額 - - - - - △8,283 △8,283

繰延税金資産 - - - - - 1,593 1,593

（注）１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

２．将来の課税所得の見積りに基づき、回収可能性が認められる範囲内で繰延税金資産を認識しておりま

す。
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当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

(百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越
欠損金(注)１

- - - - 2,709 6,309 9,018

評価性引当額 - - - - △2,684 △6,309 △8,993

繰延税金資産 - - - - 25 - 25

（注）１．税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

２．将来の課税所得の見積りに基づき、回収可能性が認められる範囲内で繰延税金資産を認識しておりま

す。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.1％  30.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  0.0

住民税均等割 0.1  0.1

評価性引当額の増減 △25.3  17.7

固定資産等の未実現利益の実現 0.0  0.0

税率変更による影響 0.2  0.4

その他 △1.2  △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.0  47.4

 

３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又

はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っています。
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（賃貸等不動産関係）

当社では、愛知県常滑市において、賃貸用の土地、オフィスビル（土地を含む。）及び時間貸駐車場を有していま

す。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は5,246百万円です。当連結会計年度における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は5,752百万円です。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 48,259 47,777

 期中増減額 △482 △660

 期末残高 47,777 47,116

期末時価 100,815 100,752

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費（620百万円）です。当連結会計年度の主

な減少額は減価償却費（612百万円）です。

３．期末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づいて算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）です。

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

65/93



（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

内部取引調整 合計
空港 商業

交通アクセス

施設
計

空港施設使用料収入 18,517 - - 18,517 - 18,517

施設等貸付料収入 9,395 - - 9,395 △1,111 8,284

国際線商業収入 - 16,061 - 16,061 - 16,061

その他商業収入 - 7,690 - 7,690 △538 7,152

駐車場等使用料収入 - - 3,306 3,306 △448 2,857

合計 27,913 23,752 3,306 54,971 △2,097 52,873

顧客との契約から生

じる収益
23,623 22,077 528 46,229 △1,616 44,613

その他の収益 4,289 1,675 2,777 8,742 △481 8,260

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

内部取引調整 合計
空港 商業

交通アクセス

施設
計

空港施設使用料収入 19,872 - - 19,872 - 19,872

施設等貸付料収入 9,615 - - 9,615 △1,144 8,470

国際線商業収入 - 14,833 - 14,833 - 14,833

その他商業収入 - 8,248 - 8,248 △573 7,674

駐車場等使用料収入 - - 3,765 3,765 △495 3,269

合計 29,487 23,081 3,765 56,335 △2,213 54,121

顧客との契約から生

じる収益
24,710 21,301 527 46,540 △1,752 44,788

その他の収益 4,777 1,779 3,237 9,794 △461 9,332
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) ４．会計方針に関する事項（６）重要な収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりです。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社における顧客との契約から生じた契約資産及び契約負債の残高は、重要性が乏しいため、記

載を省略しています。

 

（２）残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しています。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり

ません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当連結グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

です。

当連結グループは提供するサービス別にセグメントを識別しており、空港運営を主体とした「空港事

業」、空港の魅力を高める「商業事業」、空港・商業双方の事業を支えるインフラとしての「交通アクセ

ス施設事業」の３つを報告セグメントとしています。

「空港事業」は、航空保安施設、航空旅客サービス施設及び航空貨物取扱施設の設置及び管理、その他

空港の運営を図るうえで必要な事業を行っています。「商業事業」は、中部国際空港施設内の免税店、小

売店、飲食店等の直営店舗の運営及び商業テナント管理事業等を行っています。「交通アクセス施設事

業」は、中部国際空港への交通アクセス施設、有料駐車場の運営管理事業等を行っています。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一です。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいています。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務
諸表計上額
（注）２ 空港 商業

交通アク
セス施設

計

売上高       

外部顧客への売上高 26,802 23,214 2,857 52,873 - 52,873

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,111 538 448 2,097 △2,097 -

計 27,913 23,752 3,306 54,971 △2,097 52,873

セグメント利益 3,943 3,514 230 7,687 87 7,775

セグメント資産 349,539 17,174 34,376 401,090 27,253 428,344

その他の項目       

減価償却費 6,601 1,226 1,331 9,159 - 9,159

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
3,950 463 155 4,569 - 4,569

 (注) １．調整額は、以下のとおりです。

(１) セグメント利益の調整額87百万円は営業外取引との相殺消去額です。

(２) セグメント資産の調整額27,253百万円には、セグメント間の相殺消去△13百万円、全社資産27,267百万円

が含まれています。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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　　当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務
諸表計上額
（注）２ 空港 商業

交通アク
セス施設

計

売上高       

外部顧客への売上高 28,343 22,507 3,269 54,121 - 54,121

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,144 573 495 2,213 △2,213 -

計 29,487 23,081 3,765 56,335 △2,213 54,121

セグメント利益 3,815 2,566 603 6,986 100 7,086

セグメント資産 347,798 16,663 33,324 397,786 28,926 426,712

その他の項目       

減価償却費 6,797 1,341 1,303 9,441 - 9,441

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
5,705 937 138 6,781 - 6,781

 (注) １．調整額は、以下のとおりです。

(１) セグメント利益の調整額100百万円は営業外取引との相殺消去額です。

(２) セグメント資産の調整額28,926百万円には、セグメント間の相殺消去△11百万円、全社資産28,937百万円

が含まれています。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                                 （単位：百万円）
 

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

 外部顧客への売上高 26,802 23,214 2,857 52,873

 

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％を占めるものがないため、記載を省略して

います。

 

当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                                 （単位：百万円）
 

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

 外部顧客への売上高 28,343 22,507 3,269 54,121
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２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％を占めるものがないため、記載を省略して

います。

 
 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

国土交通省

（国土交通

大臣）

東京都

千代田区
-
国土交通

行政

（被所有）

直接 39.99

土地の賃貸

及び資金の

借入等

資金の借入

（注）
100

１年内返済

予定の長期

借入金

長期借入金

 
 

3,784
 

58,638

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　資金の借入については無利息、無担保です。

 

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

国土交通省

（国土交通

大臣）

東京都

千代田区
-
国土交通

行政

（被所有）

直接 39.99

土地の賃貸

及び資金の

借入等

資金の借入

（注）
900

１年内返済

予定の長期

借入金

長期借入金

 
 

3,784
 

55,753

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　資金の借入については無利息、無担保です。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

１株当たり純資産額 49,778.43円 51,543.36円

１株当たり当期純利益 3,980.23円 1,763.28円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

純資産の部の合計（百万円） 84,447 87,481

純資産の部の合計から控除する金額

（百万円）
1,149 1,230

（うち非支配株主持分（百万円）） (1,149) (1,230)

普通株式に係る純資産額（百万円） 83,297 86,250

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
1,673,360 1,673,360

　　　３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
6,660 2,950

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
6,660 2,950

期中平均株式数（株） 1,673,360 1,673,360

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

  年 月 日     年 月 日

中部国際空港株式会社 政府保証第23回社債 2016. ３. 15
15,800

(15,800)

-

(-)
0.02 一般担保 2026. ３. 13

中部国際空港株式会社 政府保証第24回社債 2017. ３. 16 7,900
7,900

(7,900)
0.14 一般担保 2027. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第25回社債 2018. ３. 15 4,400 4,400 0.14 一般担保 2028. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第27回社債 2019. ３. 19 16,500 16,500 0.10 一般担保 2029. ３. 19

中部国際空港株式会社 政府保証第28回社債 2020. ３. 18 2,900 2,900 0.00 一般担保 2030. ３. 18

中部国際空港株式会社 政府保証第29回社債 2020. ６. 17 17,300 17,300 0.09 一般担保 2030. ６. 17

中部国際空港株式会社 政府保証第30回社債 2022. ３. 15 11,000 11,000 0.22 一般担保 2032. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第31回社債 2022. ３. 24 13,200 13,200 0.67 一般担保 2042. ３. 24

中部国際空港株式会社 政府保証第32回社債 2023. ３. 17 8,100 8,100 0.70 一般担保 2033. ３. 17

中部国際空港株式会社 政府保証第33回社債 2023. ３. 20 15,000 15,000 0.26 一般担保 2028. ３. 17

中部国際空港株式会社 政府保証第34回社債 2024. ３. 21 14,000 14,000 0.78 一般担保 2034. ３. 21

中部国際空港株式会社 政府保証第35回社債 2025. ３. 18 10,700 10,700 1.50 一般担保 2035. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第36回社債 2025. ３. 26 10,600 10,600 1.17 一般担保 2030. ３. 26

中部国際空港株式会社 政府保証第37回社債 2026. ３. 11 - 11,300 1.67 一般担保 2031. ３. 11

中部国際空港株式会社 中部国際空港第４回社債 2017. ２. 22 10,000
10,000

(10,000)
0.30 一般担保 2027. ２. 22

中部国際空港株式会社 中部国際空港第６回社債 2019. ２. 25 5,000 5,000 0.20 一般担保 2029. ２. 22

中部国際空港株式会社 中部国際空港第８回社債 2021. ２. 25
10,000

(10,000)

-

(-)
0.06 一般担保 2026. ２. 25

中部国際空港株式会社 中部国際空港第９回社債 2021. ２. 25 9,500 9,500 0.23 一般担保 2031. ２. 25

中部国際空港株式会社 中部国際空港第10回社債 2022. ２. 25 10,000 10,000 0.32 一般担保 2032. ２. 25

中部国際空港株式会社 中部国際空港第11回社債 2023. ２. 24 6,200 6,200 0.54 一般担保 2028. ２. 25

中部国際空港株式会社 中部国際空港第12回社債 2024. ２. 22 10,000 10,000 0.51 一般担保 2029. ２. 22

中部国際空港株式会社 中部国際空港第13回社債 2025. ２. 25 6,000 6,000 1.13 一般担保 2030. ２. 25

中部国際空港株式会社 中部国際空港第14回社債 2026. ２. 25 - 9,600 1.83 一般担保 2031. ２. 25

合計 - -
214,100

（25,800)

209,200

（17,900)
- - -

　（注）１．（　）内書きは、１年内の償還予定額です。

　　　　２．連結決算日後５年間の償還予定額は、以下のとおりです。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

17,900 25,600 31,500 19,500 47,700
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 - - - -

１年以内に返済予定の長期借入金 5,243 29,343 0.35 -

１年以内に返済予定のリース債務 19 53 - -

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
105,022 77,029 1.04

2027年９月～2044年

３月

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
34 82 -

2027年４月～2031年

２月

その他有利子負債 - - - -

合計 110,319 106,509 - -

　（注）１．平均利率については、無利息借入金を除いた期末借入残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していません。

３．１年以内に返済予定の長期借入金の当期末残高のうち5,123百万円は無利息です。

４. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の当期末残高のうち76,289百万円は無利息です。

５．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は、

以下のとおりです。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 5,703 5,243 5,243 5,243

リース債務 52 16 9 4

 

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,922 27,831

売掛金 ※２ 3,734 ※２ 3,814

商品 1,347 1,198

貯蔵品 377 381

その他 ※２ 799 ※２ 675

貸倒引当金 △54 △0

流動資産合計 32,127 33,900

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※３ 48,929 ※３ 46,047

構築物（純額） 34,398 32,322

機械及び装置（純額） ※３ 2,837 ※３ 3,124

車両運搬具（純額） 344 436

工具、器具及び備品（純額） ※３ 3,187 ※３ 3,157

土地 290,266 290,266

リース資産（純額） 38 115

建設仮勘定 1,326 3,358

有形固定資産合計 381,327 378,828

無形固定資産   

ソフトウエア ※３ 568 ※３ 604

水道施設利用権 2,829 2,637

その他 39 39

無形固定資産合計 3,438 3,280

投資その他の資産   

関係会社株式 996 996

長期前払費用 7,738 7,314

その他 9 8

投資その他の資産合計 8,743 8,319

固定資産合計 393,509 390,428

繰延資産   

社債発行費 364 339

繰延資産合計 364 339

資産合計 ※１ 426,002 ※１ 424,668
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,092 1,007

関係会社短期借入金 2,334 2,731

１年内償還予定の社債 ※１ 25,800 ※１ 17,900

１年内返済予定の長期借入金 5,123 29,223

未払法人税等 416 197

賞与引当金 358 332

役員賞与引当金 8 3

その他 ※２ 5,869 ※２ 7,584

流動負債合計 41,003 58,981

固定負債   

社債 ※１ 188,300 ※１ 191,300

長期借入金 104,162 76,289

繰延税金負債 7,255 9,634

退職給付引当金 1,059 1,140

その他 1,696 1,959

固定負債合計 302,474 280,323

負債合計 343,478 339,305

純資産の部   

株主資本   

資本金 83,668 83,668

利益剰余金   

その他利益剰余金   

中部国際空港整備準備金 20,261 21,540

繰越利益剰余金 △21,405 △19,844

利益剰余金合計 △1,144 1,695

株主資本合計 82,523 85,363

純資産合計 82,523 85,363

負債純資産合計 426,002 424,668
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※２ 52,498 ※２ 53,900

売上原価 ※２ 35,081 ※２ 36,257

売上総利益 17,416 17,643

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 9,814 ※１,※２ 11,064

営業利益 7,602 6,578

営業外収益   

受取利息 ※２ 23 ※２ 95

受取配当金 - ※２ 115

業務受託料 ※２ 84 ※２ 96

賃貸不動産解約負担金受入額 18 65

工事負担金受入額 31 74

その他 ※２ 185 ※２ 81

営業外収益合計 342 528

営業外費用   

支払利息 ※２ 84 ※２ 88

社債利息 639 938

その他 89 146

営業外費用合計 813 1,173

経常利益 7,131 5,933

特別利益   

固定資産売却益 7 5

固定資産受贈益 20 -

国庫補助金 121 569

特別利益合計 148 574

特別損失   

固定資産売却損 19 4

固定資産除却損 286 513

固定資産圧縮損 120 553

特別損失合計 425 1,070

税引前当期純利益 6,854 5,438

法人税、住民税及び事業税 283 219

法人税等調整額 △34 2,378

法人税等合計 248 2,598

当期純利益 6,605 2,839
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【売上原価明細表】

  
前事業年度

（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当事業年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 商品売上原価        

１. 商品期首棚卸高  1,000   1,347   

２. 当期商品仕入高  11,959   11,174   

合計  12,960   12,521   

３. 商品期末棚卸高  1,347 11,612 33.1 1,198 11,323 31.2

Ⅱ その他売上原価        

１. 人件費  830   870   

２. 減価償却費  8,153   8,327   

３. その他諸経費  14,484 23,468 66.9 15,736 24,933 68.8

合計  35,081 35,081 100.0 36,257 36,257 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 
中部国際空港整備

準備金
繰越利益剰余金

当期首残高 83,668 18,909 △26,658 △7,749 75,918 75,918

当期変動額       

中部国際空港整備
準備金の積立  1,352 △1,352 - - -

当期純利益   6,605 6,605 6,605 6,605

当期変動額合計 - 1,352 5,253 6,605 6,605 6,605

当期末残高 83,668 20,261 △21,405 △1,144 82,523 82,523

 

当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 
中部国際空港整備

準備金
繰越利益剰余金

当期首残高 83,668 20,261 △21,405 △1,144 82,523 82,523

当期変動額       

中部国際空港整備
準備金の積立  1,279 △1,279 - - -

当期純利益   2,839 2,839 2,839 2,839

当期変動額合計 - 1,279 1,560 2,839 2,839 2,839

当期末残高 83,668 21,540 △19,844 1,695 85,363 85,363
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式　移動平均法による原価法によっています。

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっています。

　　貯蔵品　最終仕入原価法による原価法によっています。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　　建物　　　　　　　　３年～38年

　　構築物　　　　　　　10年～60年

　　機械及び装置　　　　５年～22年

　　工具、器具及び備品　２年～20年

(２) 無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。

(３) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(４) 長期前払費用

　定額法によっています。

 

３．引当金の計上基準

(１) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

(２) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

(３) 役員賞与引当金

　役員への賞与（業績連動報酬）の支給に備えるため、役員に対する賞与（業績連動報酬）の支給見込額のう

ち、当事業年度に帰属する額を計上しています。

(４) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しています。退

職給付引当金及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しています。

 

４．収益及び費用の計上基準

顧客との契約から生じる収益の計上基準

　空港事業においては、主に空港施設等の整備・運営を行い、顧客に対して航空機の発着や給油、旅客施設等に

関するサービス（以下、「空港施設等のサービス」）を提供する義務を負っています。当該履行義務は顧客が空

港施設等を利用することで充足され、履行義務の充足をもって収益を認識しています。空港施設等のサービスに

関する取引の対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領しており、対価の金額に重要な金融要素は

含まれていません。また、空港事業に係る顧客との契約から生じる収益については、顧客との契約等において約

束された対価から一定期間の運航実績等に応じて契約条件等に基づいた返金額を控除した金額で測定していま

す。当該返金額は運航実績等に応じて決定されるものであり、測定された収益の額に重要な不確実性はありませ

ん。

　商業事業においては、主に直営店舗での物品等の販売を行い、顧客に対して商品を引き渡す義務を負っていま

す。当該履行義務は顧客へ商品を引き渡すことで充足され、引渡時点で収益を認識しています。また、顧客への

商品の販売と同時に取引先より商品を仕入れる、いわゆる消化仕入については、当社の役割が代理人としての性

質が強いと判断されるため、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識していま
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す。商品を引き渡した対価は、履行義務の充足時点から概ね翌月末までに受領しており、対価の金額に重要な金

融要素は含まれていません。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

繰延資産の処理方法

　社債発行費  社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。
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（重要な会計上の見積り）

　　繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の財務諸表に計上した金額

 
前事業年度

（百万円）

当事業年度

（百万円）

繰延税金資産（純額） - -

繰延税金負債（純額） 7,255 9,634

繰延税金資産

（繰延税金負債相殺前）
1,830 25

繰延税金負債

（繰延税金資産相殺前）
9,085 9,659

 

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　2026年３月31日現在、貸借対照表において、繰延税金負債（純額）を9,634百万円計上しており、繰延税金

資産（繰延税金負債相殺前）は25百万円、繰延税金負債（繰延税金資産相殺前）は9,659百万円です。繰延税

金資産は、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、将来の税金負担額を軽減することができると認

められる範囲内で認識しています。

　その他の「識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」については「１．連結財務諸表

等（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り） 繰延税金資産の回収可能性 ② 識別した項目に

係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」を参照ください。

 

 

（表示方法の変更）

(損益計算書)

　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示していた「賃貸不動産解約負担金受入額」

及び「工事負担金受入額」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。ま

た、前事業年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「補助金収入」は、金額的重要性が乏しくなっ

たため、当事業年度より「その他」に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

年度の財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前事業年度において、「営業外収益」の「補助金収入」に表示していた118百万円及び「その

他」に表示していた116百万円は、「賃貸不動産解約負担金受入額」18百万円、「工事負担金受入額」31百万

円、「その他」185百万円として組み替えています。
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（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産及び担保付債務

　中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、財産を社債の一般担保

に供しています。社債の金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

社債（額面） 214,100百万円 209,200百万円

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）は、次のとおりです。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

短期金銭債権 79百万円 81百万円

短期金銭債務 1,444 1,819

 

※３　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

建物 107百万円 236百万円

機械及び装置 124 186

工具、器具及び備品 454 782

ソフトウエア 19 53

計 706 1,259

 

　　４　保証債務

　　　　子会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っています。

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

中部国際空港エネルギー供給㈱ 980百万円 860百万円
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度53％、当事業年度55％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度47％、当事業年度45％です。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

業務委託費 4,231百万円 4,718百万円

従業員給与 1,307 1,406

減価償却費 758 888

賞与引当金繰入額 269 245

役員賞与引当金繰入額 8 3

退職給付費用 106 122

貸倒引当金繰入額 8 △54

 

※２　関係会社との取引高は、次のとおりです。

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

営業取引による取引高

　売上高

　営業費用

 

624百万円

11,402

 

597百万円

12,858

営業取引高以外の取引による取引高 86 221

 

 

（有価証券関係）

子会社株式

前事業年度（2025年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度

（百万円）

子会社株式 996

 

当事業年度（2026年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度

（百万円）

子会社株式 996
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 
 

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 107百万円 103百万円

貸倒引当金 16  0

未払事業税 54  39

未払費用 60  157

退職給付引当金 327  353

長期未払金 4  2

減損損失 48  46

繰越欠損金 9,754  8,928

その他 56  62

繰延税金資産小計 10,432  9,693

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △8,167  △8,903

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △434  △765

評価性引当額小計（注） △8,601  △9,668

繰延税金資産合計 1,830  25

繰延税金負債    

　中部国際空港整備準備金 △9,085  △9,659

繰延税金負債合計 △9,085  △9,659

繰延税金負債の純額 △7,255  △9,634

（注）評価性引当額が1,066百万円増加しています。この増加の主な要因は、繰延税金資産の回収可能性の見直しによ

るものです。

 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.1％  30.1％
（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1  0.0
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 -  △0.6
住民税均等割 0.1  0.1

評価性引当額の増減 △25.9  18.8
税率変更による影響 0.2  0.3
その他 △1.0  △0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.6  47.8

 
 
３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効

果会計の会計処理並びに開示を行っています。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結財務諸表等（１）連結財務諸

表　注記事項（収益認識関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固

定資産
建物 48,929 1,524 145 4,261 46,047 92,468

 構築物 34,398 320 1 2,394 32,322 84,853

 機械及び装置 2,837 1,007 62 658 3,124 16,721

 車両運搬具 344 189 0 98 436 1,113

 工具、器具及び備品 3,187 1,196 337 888 3,157 15,389

 土地 290,266 - - - 290,266 -

 リース資産 38 124 - 47 115 58

 建設仮勘定 1,326 2,427 394 - 3,358 -

 計 381,327 6,791 942 8,348 378,828 210,605

無形固

定資産
ソフトウエア 568 298 34 227 604 5,936

 水道施設利用権 2,829 - - 192 2,637 4,057

 その他 39 - - 0 39 288

 計 3,438 298 34 421 3,280 10,283

(注) １．「建物」の「当期増加額」の主なものは、第１旅客ターミナル国際線制限エリア新規店舗エリア拡張401百万円

によるものです。

２．「工具、器具及び備品」の「当期増加額」の主なものは、第１旅客ターミナル国内線保安検査機器更新及び検

査場改修283百万円によるものです。

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 54 0 54 0

賞与引当金 358 332 358 332

役員賞与引当金 8 3 8 3

退職給付引当金 1,059 139 58 1,140

 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

 

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券

ただし、必要があるときは、上記以外の株式数を表示する株券を発行する

ことができる。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用していません。

株式の名義書換え  

取扱場所

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料

 

不所持株券の発行、分割又は併合及び汚損又は毀損により株券を再発行す

る場合には、印紙税相当額の手数料を徴収することができる。

株券喪失登録手数料

 

登録１件につき10,000円

株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第27期）（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月26日東海財務局長に提出

 

(2) 発行登録書（株券、社債券等）及びその添付書類 2025年10月31日東海財務局長に提出

 

(3) 半期報告書

　　（第28期中）（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）2025年12月19日東海財務局長に提出

 

(4) 発行登録追補書類（株券、社債券等）及びその添付書類 2026年２月６日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

   2026年６月26日

中部国際空港株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 名古屋事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　　寿佳

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 増見　　彰則

 
 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中部国際空港株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部

国際空港株式会社及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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繰延税金資産の回収可能性の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載

のとおり、当連結会計年度末現在、繰延税金負債との相殺

前で繰延税金資産を230百万円計上している。当該繰延税

金資産は、【注記事項】（税効果会計関係）に記載されて

いるとおり、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異の

うち、将来の税金負担を軽減することができると認められ

る範囲内で認識しているものである。

　経営者は、繰延税金資産の回収可能性の評価において、

将来の事業計画を基礎として、翌年度における将来課税所

得の見積りを行っている。

　翌年度の課税所得の見積りにおける重要な仮定は、航空

旅客数であるが、経営者が使用している仮定は、将来の市

場動向や資源価格の変動等の経済情勢、地政学的リスク、

会社の決定の影響を受ける。

　上記仮定に基づき、会社は課税所得の見積りを行ってい

るが、そこでの仮定は高い不確実性を伴うとともに、経営

者による判断が課税所得の見積りに重要な影響を及ぼす。

以上から、繰延税金資産の回収可能性の評価は、課税所得

の見積りの算定上、航空旅客数の予測などの重要な不確実

性を伴い、経営者による主観的判断を伴うため複雑である

ことから、当監査法人は当該事項を「監査上の主要な検討

事項」に該当すると判断した。

　当監査法人は、繰延税金資産の回収可能性の評価に用い

る課税所得の見積りを検討するにあたり、主として以下の

監査手続を実施した。

・ 将来の事業計画の策定に係る内部統制について、質問

及び文書の閲覧等により整備状況及び運用状況を評価し

た。

・ 課税所得の見積りの基礎となる事業計画等の前提条件

の合理性及び経営者の仮定が妥当かどうかを検証した。検

証に際しては、事業計画の見積りに含まれる重要な仮定で

ある航空旅客数の予測及び、経営者が使用している主要コ

スト（人件費、物件費、減価償却費等）の仮定について、

経営者と協議するとともに、市場予測及び利用可能な外部

データとの比較、過去実績からの趨勢分析並びに過去の予

実との乖離分析を実施した。

・ 翌年度の課税所得について、経営者によって承認され

た事業計画との整合性を検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断

した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

   2026年６月26日

中部国際空港株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 名古屋事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙橋　　寿佳

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 増見　　彰則

 
 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中部国際空港株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部国際

空港株式会社の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

繰延税金資産の回収可能性の評価

　会社は、【注記事項】（重要な会計上の見積り）に記載のとおり、当事業年度末現在、繰延税金負債との相殺前で繰

延税金資産を25百万円計上している。

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（繰延税金資産の回収可能性の評価）と同一内

容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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